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○ 重度の要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が今後増加していくことを踏
まえると、そのような者の在宅生活を支え、在宅の限界点を高めるためには、訪問介護、通所介護、
訪問看護等の普及に加え、医療ニーズのある一人暮らしの重度の要介護高齢者等でも在宅で生活
できるように平成24年度に創設された定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスといった新

サービスや、小規模多機能型居宅介護などの更なる普及促進を図っていく必要がある。また、これ
らを適切に組み合わせることができるケアマネジメントが求められている。 

 
○ 在宅サービスに関して、 
 ① 個々の事業所単位だけではなく、広く事業所間で連携し事業運営できる仕組みの構築 
 ② 地域で不足している看護職員等の人材を柔軟に配置できるような連携体制の構築 
 ③ 介護事業者が地域における生活支援サービスに積極的に取り組むことができる体制の構築 

  という方向で見直しを検討することにより、地域における人材の確保や包括的な支援体制の整備を 
進めていくことが適当である。 

 

○ 各サービスの現状と見直しの方向は以下のとおりである。各サービスの見直しの中には、法改正
のみならず、基準の見直しや介護報酬の改定で対応すべきものがあり、引き続き、社会保障審議会
介護給付費分科会で議論を行っていく必要がある。 

 

  （以下略） 
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○ 平成25年9月末日現在、定期巡回・随時対応型訪問介護看護は、166保険者で335事業所が指定を受け、4,261人

が利用している。サービスの普及は徐々には進んでいるものの必ずしも十分ではなく、更にサービスを普及していく
ためには、市町村、事業者、介護支援専門員等が、サービスについての理解を深めていくとともに、地域のニーズ
を正しく把握していくことが重要である。また、看護職員の確保や訪問看護事業所との連携が参入の障壁の一つと
言われている。 

  

○ 定期巡回・随時対応型訪問介護看護の普及を図るため、地方自治体や事業者、介護支援専門員、看護関係者を
中心に、サービスの普及啓発を行っていくことが重要である。また、定期巡回・随時対応サービス事業所と訪問看護
事業所との連携の在り方等を検討していくことが必要である。なお、介護サービスと看護サービスを一体的に提供か
つ運営がなされている事業所の設置を促進する方策を検討していくことが必要であるとの意見があった。 

 
 
 

１．定期巡回・随時対応サービスについて 
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定期巡回・随時対応サービスについて 
○ 訪問介護などの在宅サービスが増加しているものの、重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を２４時間支

える仕組みが不足していることに加え、医療ニーズが高い高齢者に対して医療と介護との連携が不足しているとの
問題がある。 

○ このため、①日中・夜間を通じて、②訪問介護と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回と随時の対応を行う「定期
巡回・随時対応型訪問介護看護」を創設（2012年４月）。 

＜参考＞  

１．第５期介護保険事業計画での実施見込み 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 

１８９保険者 
（０．６万人／日） 

２８３保険者 
（１．２万人／日） 

３２９保険者 
（１．７万人／日） 

２．社会保障・税の一体改革での今後の利用見込み 

平成27年度 平成37年度 

１万人／日 １５万人／日 

月                                                                                                                                               

火                                                                                                       

水                                                                                                                                               

木                                                                                                           

金                                                                                                                                               

土                                                                                                                                               

日                                                                                                                                                 

6時 

水分補給 
更衣介助 

排せつ介助 
食事介助 
体位交換 

排せつ介助 
食事介助 

0時 2時 4時 8時 10時 12時 14時 16時 18時 20時 22時 

通所介護 

通所介護 

  
定期巡
回 

  
随時訪
問 

  
訪問看
護 

オペレーター 

随時対応 
利用者からの通報により、 
電話やICT機器等による応対・
訪問などの随時対応を行う 

通報 

定期巡回型訪
問 

定期巡回型訪問 

訪問介護と訪問看護が一体的
又は密接に連携しながら、 
定期巡回型訪問を行う 

＜定期巡回・随時対応サービスのイメージ＞ 

＜サービス提供の例
＞ 

・日中・夜間を通じてサービスを受ける
ことが可能 

・訪問介護と訪問看護を一体的に受け
ることが可能 

・定期的な訪問だけではなく、必要なと
きに随時サービスを受けることが可能 

夜間・深夜の対応は日中と比べて少なく、
利用者からのコールも少ない。（イメー
ジが実態と大きく異なっていることが多
い。） 
 

【三菱UFJリサーチ＆コンサルティング調査より】 

参入していない事業者は、 
「夜間・深夜の対応が中心」 
「コール対応が中心」 等のイメージ 

実態は、 

体位変換 
水分補給 
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職種 資格等 必要な員数等 

訪問介護員等 

定期巡回サービスを

行う訪問介護員等 介護福祉士、 

実務者研修修了者 

介護職員基礎研修、 

訪問介護員１級、 

訪問介護員２級 

・交通事情、訪問頻度等を勘案し適切に定期巡回サービスを 
 提供するために必要な数以上 

随時訪問サービスを

行う訪問介護員等 

・ 常時、専ら随時訪問サービスの提供に当たる訪問介護員 
 が１以上確保されるための必要数（利用者の処遇に支障が 
 ない場合、定期巡回サービスに従事することができる。） 
・ 夜間・深夜・早朝の時間帯についてはオペレーターが 
 随時訪問サービスを行う訪問介護員等を兼務可能。 

看護職員 

 うち１名以上は、 

 常勤の保健師又は 

 看護師とする 

保健師 

看護師、准看護師 

PT、OT、ST 

・ ２．５以上（併設訪問看護事業所と合算可能） 

・ 常時オンコール体制を確保 

オペレーター 

看護師、介護福祉士等(※) 

のうち、常勤の者１人以上 

＋ 

加えて、３年以上訪問介護

のサービス提供責任者とし

て従事した者を配置できる 

・ 利用者の処遇に支障がない範囲で、当該事業所の他職種

及び他の事業所・施設等（特養・老健等の夜勤職員、訪問

介護のサービス提供責任者、夜間対応型訪問介護のオペ

レーター等）との兼務可能 

 ※ 夜間対応型訪問介護の指定を併せて受け、同一敷地内で一体的に運営 

  している場合は、利用者の処遇に支障がない範囲で、夜間対応型訪問介 

  護の職務に従事することが可能。 

上記の従業者のうち、１人以上を 

計画作成責任者とする。 

看護師、介護福祉士等(※) 

のうち、１人以上 

管理者 
・ 常勤・専従の者（当該事業所の職務や併設事業所の管理 
 者等との兼務を認める。） 

（注）    ･･･介護・看護一体型にのみ配置が必要となる職種（介護･看護連携型の場合は連携先の訪問看護事業所に配置される） 

※１ 訪問介護員等については、利用者の処遇に支障がない範囲で、他の施設等の夜勤職員（加配されている者に限る）との兼務可能 
※２ 「オペレーションセンター」の設置は設備基準としては求めず、地域を巡回しながら適切に随時のコールに対応する形態も可能 
※３ 利用者がコールを行う、オペレーターがコールを受ける際の機器は、一般に流通している通信機器等の活用が可能 

定期巡回･随時対応サービスの人員・設備基準 

 （※）・・・看護師、介護福祉士、医師、保健師、准看護師、社会福祉士、介護支援専門員 
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※１単位は地域により若干の差があるが１０円程度。利用者負担はその１割。 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

看護職員による定期的なアセスメント 

加  算 

要介護度に応じてすべての者に算定される部分 
  
  ○  定期巡回サービス 
  ○  随時の対応サービス 
  ※ オペレーション及び随時の訪問 

  ○  看護職員による定期的なアセスメント 
  ※ 連携型事業所の場合、連携先の訪問看護事業所に 

     委託するときは、契約に基づく委託料として支払い    

医師の指示に基づく看護を受ける者に算定される部分 
  ○  看護職員による療養上の世話又は診療の補助 
  ※ 訪問看護を利用しない者・医療保険適用者は算定しない。    

サービス内容や事業所の体制に応じて算定される部分      

想定される必要な
サービス量に応じ
てそれぞれ包括化 

定期巡回･随時対応サービスの介護報酬 

                            一体型事業所 

介護・看護利用者 介護利用者 

要介護１ ９，３２３単位 ６，７０７単位 

要介護２ １３，９９９単位 １１，１８２単位 

要介護３ ２０，８３８単位 １７，９００単位 

要介護４ ２５，４５４単位 ２２，３７５単位 

要介護５ ３０，６２３単位 ２６，８５０単位 

連携型事業所 

介護分を評価 

６，７０７単位 

１１，１８２単位 

１７，９００単位 

２２，３７５単位 

２６，８５０単位 

２，９３５単位 

３，７３５単位 

連携先訪問看護事業所
を利用する場合の訪問
看護費（連携先で算定） 
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定期巡回・随時対応サービスの実施状況 

②実施形態別事業所数 

実施形態 事業所数 割合 

一体型 １４５ 35.3% 

連携型 ２７０ 65.7% 

※一体型と連携型の両方を実施している事業所があるため、 事業所数の合計が①と一致しない。 

③利用者数 

利用者数 ５，９６７ 

（平成２６年１月末現在 振興課調べ） 
①実施保険者数及び事業所数 

実施保険者数及び事業所数 １８７保険者 ４１１事業所 

④推移 

〈単位：箇所数） 〈単位：人） 

平成24年               平成25年                    平成26年 平成24年               平成25年                   平成26年 
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定期巡回・随時対応型訪問介護看護の指定状況について（平成26年1月末） 
 事業実施自治体一覧 
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都道府県名 保険者名 事業所数 都道府県名 保険者名 事業所数 都道府県名 保険者名 事業所数 都道府県名 保険者名 事業所数
札幌市 25 佐倉市 1 ※ 富山市 3 ※ 茨木市 2 ※

函館市 6 富津市 (1) 射水市 1 大東市 （1）
小樽市 1 ※ 市川市 2 ※ 新川地域介護保険組合 1 ※ 吹田市 1
帯広市 1 流山市 1（1） ※ 金沢市 2 豊中市 2
夕張市 1 八千代市 1 加賀市 1 神戸市 9 ※

千歳市 1 浦安市 1 ※ 津幡町 1 たつの市 1
幕別町 (1) 千代田区 2 ※ 福井市 3 ※ 尼崎市 1 ※

盛岡市 1 ※ 板橋区 1 ※ 坂井地区広域連合 2 ※ 明石市 1
北上市 1 中央区 2 鯖江市 1 ※ 奈良市 4
奥州市 1 ※ 港区 4 甲府市 1 ※ 大和郡山市 1
山形市 1 新宿区 2 笛吹市 1 ※ 三郷町 1
鶴岡市 1 墨田区 2 岐阜市 4 ※ 和歌山県 和歌山市 1
福島市 4 江東区 3 大垣市 2 米子市 5 ※

伊達市 1 品川区 1 もとす広域連合 1 鳥取市 1
会津若松市 1 世田谷区 3 静岡市 4 ※ 境港市 1 ※

南相馬市 (1) 中野区 1 ※ 浜松市 5 岡山県 岡山市 5
浪江町 (1) 杉並区 4 伊東市 1 広島市 4
大熊町 (2) 豊島区 3 ※ 富士宮市 1 福山市 4
飯舘村 (1) 練馬区 6 ※ 名古屋市 10 尾道市 (1)
土浦市 1 ※ 足立区 5 ※ 北名古屋市 1 ※ 三原市 1
鹿嶋市 1 ※ 江戸川区 2 ※ 岡崎市 2 三次市 1 ※

結城市 1 目黒区 5 ※ 稲沢市 1 北広島町 1 ※

前橋市 1 荒川区 1 ※ 高浜市 1 山口県 下関市 2
高崎市 1 台東区 1(1) ※ 豊橋市 2 ※ 香川県 坂出市 2 ※

さいたま市 3(１) ※ 大田区 (1) 西尾市 2 愛媛県 新居浜市 2 ※

和光市 3 武蔵野市 1 安城市 (1) 高知県 高知市 1 ※

朝霞市 (2) 稲城市 1 豊田市 1 北九州市 1 ※

志木市 1 小金井市 1 ※ 鈴鹿亀山地区広域連合 1 福岡市 4 ※

久喜市 1 調布市 1 ※ 津市 1 ※ 久留米市 4 ※

宮代町 (1) 八王子市 3 ※ 栗東市 1 小郡市 1 ※

白岡市 (1) 立川市 2 ※ 草津市 (1) 福岡県介護保険広域連合 1（1）
幸手市 (1) 三鷹市 1 ※ 守山市 2 ※ 糸島市 1 ※

杉戸町 (1) 東久留米市 (1) 京都市 3 佐賀県 唐津市 1 ※

上尾市 1 川崎市 8 福知山市 3 長崎市 3 ※

大里広域市町村圏組合 2 ※ 横浜市 27 ※ 向日市 1 壱岐市 1
春日部市 2 ※ 小田原市 1 長岡京市 1 ※ 大村市 1 ※

行田市 (1) 平塚市 1 ※ 大阪市 8 熊本市 5 ※

新座市 (1) 伊勢原市 1（1） ※ 堺市 3 ※ 山鹿市 1
八潮市 1 ※ 鎌倉市 1 ※ 東大阪市 4 人吉市 1 ※

本庄市 (1) 秦野市 (1) 藤井寺市 1 水俣市 1
鴻巣市 1 厚木市 1 八尾市 1（1） 中津市 1
狭山市 1 横須賀市 1 富田林市 1（1） ※ 豊後大野市 1
千葉市 2 ※ 綾瀬市 1 ※ 松原市 1 ※ 鹿児島市 10 ※

船橋市 4 箱根町 1 ※ 河内長野市 (2) 指宿市 1 ※

君津市 1 新潟市 1 岸和田市 2 ※ 鹿屋市 1 ※

柏市 3 ※ 上越市 4 交野市 (1) ※ 沖縄県 うるま市 1
習志野市 (1) 長岡市 2 くすのき広域連合 2 合計 187保険者 411事業所

注１）　他の市町村（保険者）に所在する事業所を指定している場合は()としている。

注2）　※は公募指定を行っている保険者。

老健局振興課調べ

大阪府

福岡県

長崎県

熊本県

大分県

鹿児島県

広島県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

山梨県

岐阜県

大阪府

兵庫県

奈良県

鳥取県

静岡県

埼玉県

千葉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

北海道

岩手県

山形県

福島県

茨城県

群馬県

富山県

石川県

福井県



 

○ 複合型サービスは、医療ニーズの高い中重度の要介護者が地域での生活を継続できるための支援の充実を図る
目的で平成24年度に創設されたものである。具体的には「通い」「泊まり」「訪問看護」「訪問介護」といった複数の

サービス利用を組み合わせることによって、退院直後の在宅生活へのスムーズな移行や家族の介護負担の軽減を
図るとともに、不安が強い看取り期等においても在宅生活の継続に向けた後方支援となり得るサービスである。 

  

○ サービス参入事業所からみた複合型サービス開始後の効果としては、看護職が事業所内にいることで医療ニーズ
の高い利用者に対しても看護が提供でき、介護職員との連携が促進されたこと等が挙げられているが、医療ニーズ
を有する在宅利用者を訪問看護サービスで支援する上で、「通い」や「泊まり」を組み合わせることが、必ずしも十分
に活用されていないといった課題がある。また、複合型サービスへの参入理由は「従来から医療ニーズの高い利用
者が増加していたため」が最も多く、参入時に困難であったことは「看護職員の新規確保」が最も多くなっている。 

  
○ 平成25年10月末日現在、複合型サービスは、78保険者で90事業所が指定を受け、1,432人が利用しているが、地

方自治体において複合型サービスの制度、参入メリット等が十分に理解されていない現状もあるため、更なる普及
啓発を図る必要がある。同時に、複合型サービスとして求められている医療ニーズへの対応の更なる充実に向けて、
医療機関との連携の強化や、地域のニーズに合わせた登録定員の柔軟な運用等も含めた検討を行っていく必要が
ある。 

 

 
 
 

２．複合型サービスについて 
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 登録利用者への複合型サービスの提供 

・協力医療機関 
・協力歯科医療機関 
・バックアップ施設 
（介護老人福祉施設、  
 介護老人保健施設、 
 病院等） 
 
 
 
 

・主治医 
 
 

・地域住民の代表者 
・市町村又は地域包
括支援センターの職
員等 

 

          医療ニーズの高い利用者の状況に応じたサービスの 
      組み合わせにより、地域における多様な療養支援 
       
      ○登録定員：25名以下 （通い定員15名以下・宿泊定員9名以下） 
       
      ○（指定訪問看護事業所の指定を併せて受けている場合） 
        登録利用者以外の地域住民に対しても訪問看護を提供 
 
      ○主な人員：常勤保健師又は看護師1以上、常勤換算2.5以上の看護職員、 
               専従の介護支援専門員、その他職員 

複合型サービス事業所 

自宅 
 
 

通い 
泊まり 

訪問看護 
訪問介護 

複合型サービスの概要 

運営推進会議 
等による連携 

入院・休日 
夜間の対応 

密接な連携 
訪問看護指示 

登
録
申
込 

訪
問
看
護 

地域との連携 

がん末期等の看取り期・ 
病状不安定期における 
在宅生活の継続支援 

家族に対する 
レスパイトケア、
相談対応による 

不安軽減 

退院直後の在宅生活へ
のスムーズな移行支援 

○ 主治医と事業所の密接な連携のもとで、医療行為も含めた多様なサービスを24時間365日利用することができる。  
※ 医療ニーズへの対応が必要で小規模多機能型居宅介護事業所では登録に至らなかった利用者が、複合型サービス事業所では登録できる。 
 

○ 事業所のケアマネが「通い」、「泊まり」、「訪問看護」、「訪問介護」のサービスを一元的に管理するため、利用者や家族の状態に即
応できるサービスを組み合わせることができる。 

  

○ 地域の協力医療機関等との連携により、急変時・休日夜間等も対応可能な体制を構築できる。 
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複合型サービスの人員・設備基準① 

※ 下線部は複合型サービスで特徴となる部分（他は小規模多機能型居宅介護の基準に準じている部分） 

基準項目 要件等 

従業者の 
員数 

①日中 
・通いサービス提供：利用者３人に対し１以上（常勤換算） 
・訪問サービス提供：２以上（常勤換算） 
・人員配置は各サービスに固定にせず、柔軟な業務遂行が可能 
・通いサービス及び訪問サービス提供のうちそれぞれ１以上は保健師、看護師又は准看
護師 
②夜間・深夜 
・泊まりサービス及び訪問サービス提供：２人以上（うち１人は宿直勤務可） 
（泊まりサービスの利用者がいない場合、訪問サービス提供のために必要な連絡体制を
整備しているときは、夜間・深夜の時間帯を通じて宿直勤務及び夜間・深夜の勤務を行
う従業員を置かないことができる） 
③従業者のうち１以上が常勤の保健師又は看護師 
④従業者のうち保健師、看護師又は准看護師は常勤換算法で２．５人以上 
⑤訪問看護事業者の指定を併せてうけ、同一事業所で一体的な運営をしていれば、訪問
看護ステーションの人員基準（看護職員２．５人以上）を満たすことにより④の基準を
満たすものとみなす 
⑥「認知症対応型共同生活介護事業所」「地域密着型特定施設」「地域密着型介護老人
福祉施設」「指定介護療養型医療施設」を併設する場合、一体的な運営をしていれば兼
務可能（同一時間帯で職員の行き来を認める） 
⑦必要な研修を修了し、居宅サービス計画等の作成に専従する介護支援専門員（非常勤
可、管理者との兼務可）を置く 
⑧介護支援専門員は利用者の処遇に支障がない場合は、事業所・併設施設等の他の職務
に従事できる 
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基準項目 要件 

管理者 

①常勤専従（管理上支障が無い場合は、事業所・併設施設等の職務に従事できる） 
②特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、小規模多機能型居
宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業員又は訪問介護員等として、３年
以上認知症である者の介護に従事した経験があり、厚生労働大臣が定める研修（認知症対応
型サービス事業開設者研修）を修了した者又は保健師若しくは看護師 

代表者 

①特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、小規模多機能型居
宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所等の従業員又は訪問介護員等として認知症
である者の介護に従事した経験、又は保健医療サービスもしくは福祉サービスの経営に携
わった経験があり、厚生労働大臣が定める研修（認知症対応型サービス事業管理者研修）を
修了した者又は保健師若しくは看護師  

登録定員・
利用定員 

①登録定員：２５人以下 
②通いサービス利用定員：登録定員の２分の１から１５人まで 
③泊まりサービス利用定員：通いサービスの利用定員の３分の１から９人まで 

設備・ 
備品等 

①居間及び食堂は機能を十分に発揮しうる適当な広さ 
②宿泊室 
・個室の定員：１人（利用者の処遇上必要と認められる場合は２人） 
・個室の床面積：7.43㎡以上（病院又は診療所の場合は6.4㎡以上（定員１人の場合に限
る）） 
・個室以外の宿泊室：合計面積が1人当たり概ね7.43㎡以上で、プライバシーが確保された
構造 
③家族との交流の機会の確保や地域住民との交流を図る観点から、住宅地等に立地する 

複合型サービスの人員・設備基準② 
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利用者の要介護度に応じた 
基本サービス費 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

 指定複合型サービスのイメージ（1月あたり） 

要介護 
１ 
 

13,341 
単位 

要介護 
2 
 

18,268 
単位 

要介護 
3 
 

25,274 
単位 

要介護 
4 
 

28,531 
単位 

要介護 
5 
 

32,141 
単位 

登録日から30日以内
サービス提供【初期加

算】（30単位／日） 

24時間の訪問看護対応
体制を評価【緊急時訪問

看護加算】（540単位） 

認知症の者に対する
サービス提供【認知症加

算】（800単位、500
単位） 

事業開始後一定期間の
経営安定化の支援 
【事業開始時支援加算】 

（500単位） 

介護福祉士や常勤職員
等を一定割合以上配置 
【サービス提供体制強化加

算】（500単位、350
単位） 

定員を超えた利用や人
員配置基準に違反 

（－30％） 

サービスの提供が過少
である事業所【週４回に
満たない場合】 

（－30％） 

特別な管理の評価 
【特別管理加算】（250
単位、500単位） 

末期の悪性腫瘍等で医
療保険の訪問看護の実
施（－925単位／月～
－2,914単位／月） 

特別指示による医療保険
の訪問看護の実施（－
30単位～－95単位／日
を指示日数に乗じる） 

複合型サービスの介護報酬 

※点線枠の加算は区分支給限度額の枠外 12 
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【要介護度別利用者数】 

要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 

複合型サービスの状況 

○ 複合型サービスの利用者数は約1,580人、利用者の約62.5％は要介護3以上の中重度者である。 
○ 請求事業所数は増加しており103事業所、開設主体別にみると営利法人が約46％で最も多い。 
○ １事業所あたりの平均利用者数は横ばい傾向で約15.3人である。 （いずれも平成26年2月審査分） 

【出典】介護給付費実態調査（各月審査分）から老人保健課が作成 

1,580 
（人） 

（か所） 

103 
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注）※は公募指定を行っている保険者。 

複合型サービス事業所の所在地 

老健局老人保健課調べ（H26.3月末現在） 

都道府県名 市町村名 事業所数   都道府県名 市町村名 事業所数   都道府県名 市町村名 事業所数   

北海道 

札幌市 10   

神奈川県 

横浜市 6   鳥取県 米子市 4 ※ 

函館市 3   川崎市 1   
島根県 

浜田地区 
1 ※ 

小樽市 2 ※ 藤沢市 1 ※ 広域行政組合 

北見市 1   秦野市 1   広島県 福山市 4   

青森県 
青森市 1 ※ 箱根町 1 ※ 

徳島県 
徳島市 1   

南部町 1   
新潟県 

新潟市 4   阿南市 1   
岩手県 奥州市 1 ※ 長岡市 1   香川県 高松市 2 ※ 

秋田県 

大曲仙北広域 

1   福井県 

坂井地区 

2 ※ 愛媛県 

松山市 1   

市町村圏組合 広域連合 今治市 1   

山形県 
山形市 2   山梨県 甲府市 1 ※ 

福岡県 

北九州市 1 ※ 

米沢市 1   
静岡県 

静岡市 1 ※ 久留米市 4 ※ 

福島県 

会津若松市 2   島田市 1   行橋市 1 ※ 

白河市 1   愛知県 名古屋市 3   福岡県介護保険 
1   

田村市 1     豊橋市 1 ※ 広域連合 

茨城県 水戸市 1     豊川市 1 ※ 
佐賀県 

佐賀中部広域連合 1 ※ 

群馬県 
高崎市 1   京都府 京都市 2   唐津市 1 ※ 

館林市 1   大阪府 大阪市 2   

長崎県 

長崎市 1 ※ 

埼玉県 三郷市 1 ※   堺市 1   大村市 1   

千葉県 千葉市 2 ※   茨木市 2 ※ 佐世保市 1   

東京都 

港区 1     富田林市 1 ※ 熊本県 熊本市 1 ※ 

足立区 2 ※ 兵庫県 神戸市 2   大分県 臼杵市 1 ※ 

墨田区 1     伊丹市 1 ※ 
宮崎県 

宮崎市 1 ※  

青梅市 1 ※   たつの市 1 ※ 延岡市 1   
調布市 1 ※ 奈良県 奈良市 1   鹿児島県 鹿児島市 2 ※ 

和歌山県 和歌山市 2   沖縄県 宮古島市 1 ※ 

合計 113事業所   
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○ 平成25年8月現在、小規模多機能型居宅介護の利用者は約7.6万人であるが、高齢者が住み慣れた地域で暮らし

続けることができるよう、在宅生活の限界点を高めるため、今後もサービスの更なる普及促進を図っていく必要があ
る。 

  
○ 小規模多機能型居宅介護は、平成18年度のサービス創設以降、登録された利用者に対して「通い」を中心に「訪

問」や「泊まり」を提供するサービスとしての役割を担ってきたが、「訪問」の提供が少なく、「通い」に偏ったサービス
となっている事例も見受けられる。 

  

○ 重度の要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加していくことを踏まえると、「訪問」を強
化する必要性が高く、さらに今後は、地域包括ケアシステムを担う中核的なサービス拠点の一つとして、地域に対す
る役割の拡大が求められている。 

  

○ 具体的には、事業者の参入を促すとともに、地域住民に対する支援を柔軟に行うことが可能になるよう、小規模多
機能型居宅介護事業所の役割を見直す必要があり、以下の点について今後検討していく必要がある。 

・ これまでのように「通い」を中心としたサービス提供に加え、在宅での生活全般を支援していく観点から、「訪問」の
機能を強化する方策 

・ 登録された利用者だけでなく、地域住民に対する支援を積極的に行うことができるよう、従事者の兼務要件の緩
和等 

・ 看護職員の効率的な活用の観点から、人員配置について、他事業所との連携等の方策 
・ 事業所に配置されている介護支援専門員による要介護認定申請の手続が進むよう周知徹底 

・ 基準該当短期入所生活介護事業所（指定短期入所生活介護の人員基準等の要件の一部を満たしていない事業
所）が併設できる事業所等への小規模多機能型居宅介護事業所の追加と、専用の居室が必要とされている設備
基準の緩和 
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３．小規模多機能型居宅介護について 



小規模多機能型居宅介護の概要 

  「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサー
ビスを提供することで、中重度となっても在宅での生活が継続できるよう支援するため、小規模多機能型
居宅介護が創設された（平成１８年４月創設）。 

利用者の自宅 

在宅生活の支援 

様態や希望により、 「訪問」 

小規模多機能型居宅介護事業所 

        

「訪問」 

人員配置は固定にせず、柔軟な業務遂行を可能に。 

様態や希望により、 

「泊まり」 

○１事業所の登録定員は 

  ２５名以下 

○「通い」の利用定員は 

  登録定員の２分の１ 

  ～１５ 名の範囲内 

○「泊まり」の利用定員は 

 通いの利用定員の 

 ３分の１～９名の範囲内 

「通い」を中心 とし
た利用 

○居間及び食堂は機能 

 を十分に発揮しうる適 

 当な広さ 

 

○泊まりは４．５畳程度で 

   プライバシーが確保で  

 きるしつらえ 

○介護・看護職員 
  日中：通いの利用者 

      ３人に１人 

     ＋訪問対応１人 

  夜間：泊まりと訪問対応 

  で２人（１人は宿直可） 
 

○介護支援専門員１人 

○要介護度別の月単位の定額報酬 

《利用者》 《設 備》 《人員配置》 

どのサービスを利用しても、なじみの職員による
サービスが受けられる。 

運営推進会議 

 利用者、利用者の家族、地域住民、
市町村の職員、地域包括支援センター
の職員等による会議において、おおむね
２月に１回以上、活動状況等について
協議・報告・評価を行う。 

○ 外部の視点の評価による地域に 
 開かれたサービス 
○ サービスの質の確保 
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利用者の要介護度・要支援度に応じた 
基本サービス費 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

指定小規模多機能型居宅介護・指定介護予防小規模多機能型居宅介護のイメージ（1月あたり） 

要介護 
１ 

 
11,505 
単位 

要介護 
2 

 
16,432 
単位 

要介護 
3 

 
23,439 
単位 

要介護 
4 

 
25,765 
単位 

要介護 
5 

 
28,305 
単位 

登録日から30日以内
サービス提供 

（30単位／日） 

常勤専従の看護職員を
配置（※） 

（900単位、700単位） 

認知症の者に対する
サービス提供（※） 

（800単位、500単位） 

事業開始後一定期間の
経営安定化の支援 

（500単位） 

介護福祉士や常勤職員
等を一定割合以上配置 
（500単位、350単位） 

定員を超えた利用や人
員配置基準に違反 

（－30％） 

サービスの提供が過少
である事業所 

（－30％） 

要支援 
１ 

 
4,498 
単位 

要支援 
2 

 
8,047 
単位 

（注）※印の加算については、指定小規模多機能型居宅介護にのみ適用。 
   （指定介護予防小規模多機能型居宅介護には適用されない。） 
（※）点線枠の加算は区分支給限度額の枠外 

市町村独自の要件（※） 

（300単位、200単位、
100単位） 

1,000単位を上限とする 

小規模多機能型居宅介護の介護報酬 
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本体事業所 サテライト型事業所 

代表者 
認知症対応型サービス事業開設者研修を
修了した者 

本体の代表者 

管理者 
認知症対応型サービス事業管理者研修を
修了した常勤・専従の者  

本体の管理者が兼務可能 

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
従
業
者 

日中 

通いサービス 常勤換算方法で３：１以上 常勤換算方法で３：１以上 

訪問サービス 
常勤換算方法で１以上（他のサテライト
型事業所の利用者に対しサービスを提供
することができる。） 

１以上（本体事業所又は他のサテライト
型事業所の利用者に対しサービスを提供
することができる。） 

夜間 

夜勤職員 
時間帯を通じて１以上（宿泊利用者がい
ない場合、置かないことができる。） 

時間帯を通じて１以上（宿泊利用者がい
ない場合、置かないことができる。） 

宿直職員 時間帯を通じて１以上 
本体事業所から適切な支援を受けられる
場合、置かないことができる。 

 看護職員 
小規模多機能型居宅介護従業者のうち 
1以上 

本体事業所から適切な支援を受けられる
場合、置かないことができる。 

介護支援専門員 
介護支援専門員であって、小規模多機能
型サービス等計画作成担当者研修を修了
した者 １以上 

小規模多機能型サービス等計画作成担当
者研修を修了した者 １以上 

※ 代表者・管理者・看護職員・介護支援専門員・夜間の宿直者（緊急時の訪問対応要員）は、本体との兼務
等により、サテライト型事業所に配置しないことができる。 

小規模多機能型居宅介護事業所の人員基準 
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サテライト事業所の 
本体となる事業所 

・ 小規模多機能型居宅介護事業所 
・ 複合型サービス（小規模多機能型居宅介護・訪問看護）事業所 

本体１に対するサテラ
イト事業所の箇所数 

・ 最大２箇所まで 

本体事業所とサテライ
ト事業所との距離等 

・ 自動車等による移動に要する時間がおおむね20分未満の近距離 

サテライト事業所の 
設備基準等 

・ サテライト型事業所においても、通い・泊まり・訪問機能は必要 
 ※ 本体の空床状況や利用者の心身の状況に配慮した上で、サテライト型利用者 
  が本体事業所に宿泊することも可能 
 ※ 本体の訪問スタッフが、サテライト型利用者に訪問することも可能 

指定 ・ 本体、サテライト型それぞれが受ける 

登録定員等 

介護報酬 ・ 通常の小規模多機能型居宅介護の介護報酬と同額 

本体事業所 サテライト型事業所 

登録定員 ２５人まで １８人まで 

通いの定員 登録定員の1/2～15人まで 登録定員の1/2～12人まで 

泊まりの定員 通い定員の1/3～９人まで 通い定員の1/3～６人まで 

※ サテライト型事業所の本体については、通い・泊まり・訪問機能を有する小規模多機能型居宅介護事業所
又は複合型サービス事業所とし、本体との円滑な連携を図る観点から、箇所数及び本体との距離等について
一定の要件を課す。 

※ サテライト型事業所においても、通い・泊まり・訪問機能を提供することとするが、宿泊サービス・訪問
サービスについては、効率的に行うことを可能とする。 

小規模多機能型居宅介護事業所の設備・運営基準 
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小規模多機能型居宅介護の現状について 

20 （資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」。ただし、訪問回数別事業所数は全国小規模多機能型居宅介護事業者連絡会調べ。 
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１事業所当たり利用者数の推移 
1日あたりの訪問回数

（１か月平均）
事業所数 割合

0回 29 2.5%

1回未満 138 11.8%

1回～2回未満 223 19.0%

2回～3回未満 171 14.6%

3回～4回未満 140 12.0%

4回～回5未満 108 9.2%

5回～6回未満 73 6.2%

6回～7回未満 57 4.9%

7回～8回未満 39 3.3%

8回～9回未満 41 3.5%

9回～10回未満 30 2.6%

10回～15回未満 66 5.6%

15回～20回未満 26 2.2%

20回～30回未満 20 1.7%

30回以上 10 0.9%

合計 1,171 100%



小規模多機能型居宅介護事業所と併設した地域の交流拠点の設置（大牟田市） 

○ 通いを中心に、訪問や泊まりのサービスを提供する小規模多機能型居宅介護に、介護予防拠点
や地域交流施設の併設を義務付け、健康づくり、閉じこもり防止、世代間交流などの介護予防事業
を行うとともに、地域の集まり場、茶のみ場を提供し、ボランティアも含めた地域住民同士の交流拠
点となっている。 

○ 平成24年３月末現在、小規模多機能型居宅介護事業を行っている24事業所に設置。 

ご近所の方に 
よるお茶会 

ペン習字教室 
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小規模多機能型居宅介護事業所を中核とした地域コミュニティの推進（北海道美瑛町） 

○ 小規模多機能居宅介護事業所の整備に当たっては、計画段階から住民意見を深く反映さ
せるとともに、開設後も住民が参画する「運営推進会議」が事業所のあり方や地域との関わ
りを議論し、小規模多機能型居宅介護事業所を中核とし、住民との協働による地域コミュニ
ティの推進を図っている。 
・小規模多機能型居宅介護事業所に併設した地域交流スペースを活用した喫茶店（サロン活動）  月１回開催、４０名程度来店 

・小規模多機能型居宅介護事業所が仲介し、協力員による安否確認   協力員（運営推進会議メンバー）２０名 

・ふれあい昼食会 月１回開催   ３０～４０名程度参加 

○ 平成２５年４月現在、４日常生活圏域で５事業所を展開中。 
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４．訪問介護（夜間対応型を含む）について 

23 

 

○Ⅰ サービス提供体制の見直し 
３．在宅サービスの見直し 
（２）訪問介護 

○ 訪問介護のサービスの質を高めるためには、訪問介護事業所のサービス提供責任者と介護支援専門員と
の連携が重要であり、重要な役割を担うサービス提供責任者の積極的な取組が進むようにしていくことが重要
である。 

○ また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の導入に併せて、平成24年の介護報酬改定で導入された「20 分
未満の身体介護サービス」は、１日複数回提供できるサービスの選択肢として、その要件等の在り方を検討し
ていくことが必要である。  

 
 
 

平成２５年１２月 介護保険部会 意見書（抄） 



 
 
「訪問介護」とは、訪問介護員等（※）が、利用者（要介護者等）の居宅を訪問し、入浴・ 
排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事等を提供するものをいう。 
  
 ※「訪問介護員等」 
  介護福祉士、実務者研修修了者、介護職員初任者研修修了者、 
  旧介護職員基礎研修修了者、旧訪問介護員1級又は旧2級課程修了者をいう。 
 

 定義 

 
 
「訪問介護」は、その行為の内容に応じ、次の３類型に区分される。 
   
  ① 身体介護 ≫ 利用者の身体に直接接触して行われるサービス等 
           （例：入浴介助、排せつ介助、食事介助 等） 
   
  ② 生活援助 ≫ 日常生活の援助であり本人の代行的に行われるサービス 
           （例：調理、洗濯、掃除 等） 
   
  ③ 通院等乗降介助  ≫ 通院等のための乗車又は降車の介助（乗車前・降車後の移動介  
                 助等の一連のサービス行為を含む） 
 

 訪問介護のサービス類型 

24 

訪問介護の概要 



 
訪問介護員等 
 

 
常勤換算方法で２．５人以上 

 
サ ー ビ ス 提 供 責 任 者
（※） 

 
 介護福祉士、実務者研修修了者、旧介護職員基礎研修修了者、旧1級修了 
者、３年以上介護等の業務に従事した介護職員初任者研修課程修了者 
 
訪問介護員等のうち、利用者の数４０人に対して１人以上 

（原則として常勤専従の者であるが一部非常勤職員でも可。） 
 
※介護職員初任者研修修了者（旧2級課程修了者相当）のサービス提供責
任者を配置している場合は、所定単位数を10％減算。 

※ サービス提供責任者の業務 
 （１）訪問介護計画の作成 
 （２）利用申込みの調整 
 （３）利用者の状態変化、サービスへの意向の定期的な把握 
 （４）居宅介護支援事業者との連携（サービス担当者会議出席等） 
 （５）訪問介護員に対しての具体的援助方法の指示及び情報伝達 
 （６）訪問介護員の業務の実施状況の把握 
 （７）訪問介護員の業務管理 
 （８）訪問介護員に対する研修、技術指導等 
 

訪問介護サービスを提供するために必要な職員は次のとおり 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 必要となる人員・設備等 

訪問介護の人員基準 
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訪問介護の介護報酬 

20分未満(※)        
171単位 

20分以上30分未満           
255単位 

30分以上1時間未満                 
404単位 

1時間以上 
587単位に30分を増すごとに＋83単位 

20分以上 
45分未満         
  191単位 

45分以上 
            
    236単位 

サービス提供内容・時間に応じた基本サービス費 

身体介護： 排せつ・食事介助、清拭・入浴、 
         外出介助等 

生活援助： 掃除、洗濯、 
      一般的な調理等 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

身体介護に続き生活援助の提供 
（20分以上で70単位、45分以上で140単位、 
      70分以上で210単位） 

①介護福祉士等の一定割合以上の配置 
②重度要介護者等の一定割合以上の利用 
＋研修等の実施    （＋10％～＋20％） 

初回時等のサービス提
供責任者による対応 

（200単位／月） 

緊急時の対応 
   ※身体介護のみ 

（100単位） 

中山間地域等での 
    サービス提供 
（＋5％～＋15％） 

リハビリテーション職   
      との連携 

（100単位／月） 

通院等乗降介助      101単位 

指定訪問介護の介護報酬のイメージ（1回あたり） 

標準的に想定される1週当たりのサービス提供頻度に基づく基本サービス費 

指定介護予防訪問介護の介護報酬のイメージ（1月あたり） 

週1回程度           1,226単位 

週2回程度             2,452単位 

週2回を超える程度（要支援2のみ）         3,889単位 

利用者の状態に応じたサービス提供や事業所の体制に 
対する加算・減算 

初回時等のサービス提供責任者による対応 
（200単位／月） 

中山間地域等での 
    サービス提供 
（＋5％～＋15％） 

リハビリテーション職  
      との連携 

 （100単位／月） 

※加算・減算は主なものを記載 

※ 「日中」の20分未満の算定に当たっては、利用者として中重度の者に対して行う 
 こととし、事業所として定期巡回・随時対応サービスへの移行を想定した要件等を  
 課している。 

26 



4002 

（7401） 

（1084） 

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

H13 

年度 
H14 

年度 
H15 

年度 
H16 

年度 
H17 

年度 
H18 

年度 
H19 

年度 
H20 

年度 
H21 

年度 
H22 

年度 
H23 

年度 
H24 

年度 

費用額 

訪問介護の利用状況 

〈単位：億円） 

72.9 

（91.6） 

(43.6) 

0

20

40

60

80

100

120

140

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

受給者数 〈単位：万人） 
介護予防 

135.2 

14,229  

30,272 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

請求事業所数 

注１） 費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）
分から翌年の４月審査（３月サービス）分までの合計である。 

注２） 受給者数・請求事業所数の値は、介護給付費実態調査を用い
て、各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つま
り、各年度末の値を記載している）。 

○ 訪問介護サービスの利用は、一時横ばいで推移していたが、ここ数年は再び増加している。 

8485 

介護予防 
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【「身体介護が中心である場合」の時間区分の見直し】（平成２４年度報酬改定） 
       （改正前）                     （改正後） 
                          ２０分未満（新設）   １７０単位    
   ３０分未満   ２５４単位          ２０分以上３０分未満  ２５４単位 
   （３０分以上については省略）           ※ ３０分以上の時間区分についてはこれまでどおり                          
 
【日中の時間帯において「20分未満」の時間区分を算定する場合の要件】 
 ※ 夜間・深夜・早朝の時間帯における20分未満の算定については下記の要件を適用しない。  

 
○ 利用対象者 
  

 ・ 要介護３から要介護５までの者であり、障害高齢者の日常生活自立度ランクＢ～Ｃの利用者 
 ・ 当該利用者に係るサービス担当者会議（サービス提供責任者が出席するものに限る。）が、３月に 
  １度以上開催されており、当該会議において、１週間のうち５日以上、夜間又は早朝の時間帯を含めた 
  ２０分未満の身体介護が必要と認められた者であること。 
 
○ 事業所の体制要件 
  

 ・ 毎日、深夜帯を除く時間帯（6:00～22:00）を営業時間として定めていること。 
 ・ 常時（営業時間外も含む。）、利用者又は家族等からの連絡に対応できる体制にあること。 
 ・ 「定期巡回・随時対応サービスの指定を受けている」又は「定期巡回・随時対応サービスの指定を受 

けていないが、実施の意思があり、実施に関する計画を策定している」こと。 
 
○ 想定されるサービス 
 ・ おむつ交換･体位交換･水分補給等、１日のうち定期的に発生する短時間の身体介護 
  ※ 単なる見守り・安否確認のみのサービスによる算定は従前どおり認めない  

身体介護の短時間区分について 
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基本的には、利用対象者３００人程度を想定 

 人口規模にすれば２０万程度    

          まずは都市部でのサービス実施を想定 

常駐オペレータ 

定期巡回 

定期巡回を利用す
る人もいる 

随時対応 

利用者からの通報に
より随時訪問を行う 

定期巡回 

通報 

利用者はケアコール
端末を持つ 

夜間対応型訪問介護の概要 
 在宅にいる場合も、夜間を含め２４時間安心して生活できる体制の整備が必要であるとの考え
から、平成１８年４月に、夜間における「定期巡回」と「通報による随時対応」を合わせた「夜
間対応型訪問介護」が創設された（夜間における訪問介護サービスの提供のみを想定したサービ
ス類型）。 

夜間対応型訪問介護のイメージ図 

※ 夜間の訪問介護のみを実
施するサービス類型であり、
日中の訪問介護は含まれな
い。 
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夜間対応型訪問介護の介護報酬 

 指定夜間対応型訪問介護のイメージ（1月あたり） 

基本サービス費 事業所の体制に対する加算・減算 

オペレー
ションサー
ビスの利用 
  
1,006単位 

定期巡回サービス  
383単位／回 

随時サービス  
583単位／回 

（※）785単位／回 
（※複数名による場合） 

市町村独自の要件 
（150単位、100単

位、50単位） 

介護福祉士等を一定割合以上配置＋研修等の実施 
（※） 

（12単位／回、84単位） 

日中のオペレーション
サービスの実施 

（610単位） 

※ 加算・減算は主なものを記載 

2,775単位 

オペレーションセンター未設置 

※設置していても事業者が選択可能 

オペレーションセンター設置 

（注）※印の加算については、以下のとおり算定する。 
  オペレーションセンター設置 ：12単位／回 
  オペレーションセンター未設置：84単位 
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費用額 

夜間対応型訪問介護の利用状況 

〈単位：億円） 

注） 費用額・受給者数・請求事業所数の値は、介護給付費実態調査
月報より作成。 

   なお、９月サービス分（10月審査分）を「９月」の部分で記載し、３
月サービス分（４月審査分）を「３月」の部分で記載している。 
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請求事業所数 

H18年度  H19年度  H20年度H21年度 H22年度   H23年度  H24年度 

○ 夜間対応型訪問介護は、一貫して増加しており、平成２４年度末現在で利用者数が約8,200
人、事業所数が１６３カ所となっている。 

 H18年度  H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 

H18年度  H19年度  H20年度   H21年度 H22年度 H23年度  H24年度 
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 訪問入浴介護とは、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその
居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、居宅に
おける入浴の援助を行うことによって、利用者の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を
図るもの。 

○従業者の員数 
指定訪問入浴介護事業者が事業所ごとに置くべき従業者の員数については、次のとおり。 
一 看護師又は准看護師 １以上 
二 介護職員 ２以上 
 
○管理者 

   指定訪問入浴介護事業者は、指定訪問入浴介護事業所ごとに専らその職務に従事
する常勤の管理者を置かなければならない。 

 
○設備及び備品等 

   指定訪問入浴介護事業所には、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の
区画を設けるほか、指定訪問入浴介護の提供に必要な浴槽等の設備及び備品を備えな
ければならない。 

追加 ５．訪問入浴介護について 

 定義 

 必要となる人員・設備等 
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訪問入浴介護の介護報酬 

基本サービス費 
（括弧内は指定介護予防訪問入浴介護の場合） 

介護職員３人による 
サービス提供 
※介護予防の場合は２人 

      （－５％） 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

指定訪問入浴介護・指定介護予防訪問入浴介護の介護報酬のイメージ（1回あたり） 

1,259単位（860単位） 

中山間地域等での 
サービス提供 
（＋５％～＋15％） 

清拭又は部分浴での
サービス提供 

（－30％） 

介護福祉士等を一定割合
以上配置＋研修等の実施 

（24単位） 

※ 利用者に対して、看護職員１人及び介護職員２人（１人） 
 がサービスを提供した場合に算定。 
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（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」 

○ 訪問入浴介護・予防訪問入浴介護の利用者については、制度開始以降逓増していたが、平成１８年度以降 
 はほぼ横ばいとなっており、そのほとんどが訪問入浴介護の利用者である。 
○ 事業所数は、制度開始時よりも減少傾向にある。 

訪問入浴介護の動向について① 
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6.0% 
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7.4% 
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要支援１ 要支援２ 経過的要介護 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

平均要介護度 
４．２ 
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（資料出所）厚生労働省「介護給付費実態調査」 

○ 費用額は、制度当初からは伸びており、近年においても、増加傾向にある。 
○ 事業所数は減少傾向にあり、１事業所あたりの費用額については、制度当初よりも増加傾向にある。 

訪問入浴介護の動向について② 
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○ 訪問看護は、地域包括ケアシステムの根幹を成すサービスの一つであり、特に医療ニーズのある中重度の要介護
者が、住み慣れた地域での在宅生活を継続するための必須のサービスである。近年、利用者数、ステーション数と
もに増加傾向にあるものの、将来のサービス需要の増大に対して、その担い手である訪問看護職員の確保が十分
になされていないという課題がある。将来にわたって、安定的な看護サービスの提供体制を確保するため、その担い
手である訪問看護職員の確保を推進する新たな施策の展開が必要である。 

  
○ このため、例えば、以下のような取組を含めた新たな施策を推進する必要がある。 

① 訪問看護ステーションにおけるICTを活用した情報共有や業務の効率化による現職訪問看護職員の定着支援等 
② 新卒看護師等への訪問看護に関する普及啓発 

③ 訪問看護ステーションのサービス向上に資する職員研修の充実（地域における困難事例の共有や解決に向け
た技術支援、訪問看護職員の育成のための実地研修体制の構築支援） 

④ 小規模な訪問看護ステーションの規模拡大に向けた初期支援や実地研修の実施等の機能を持つ拠点としての
訪問看護ステーションの整備 

  

○ 更に、これらの取組においては、都道府県が地域の実情を踏まえた訪問看護サービスの確保のための施策を策
定し、その内容を介護保険事業支援計画や医療計画に盛り込んでいく必要がある。 

  
○ また、訪問看護はステーションの規模が大きくなるほど効率性が向上すること等で、看護師1人当たりの訪問件数、

在宅における看取り件数、夜間・深夜・早朝訪問件数が多く、24時間対応や連絡体制の介護報酬算定率が高くなっ

ている実情にあることから、利用者のニーズに合わせたサービスの供給量を確保できていることが想定される。この
ため、訪問看護ステーションの規模拡大を引き続き推進していくことが適当である。 

  

○ なお、より地域の実情を把握している市町村が、訪問看護サービスのニーズを把握し、都道府県と協力していくこと
が重要であり、現在は都道府県・指定都市・中核市が担っている訪問看護事業所の指定について、市町村へ権限移
譲することも含めて検討すべきとの意見や、看護職員の確保が十分でないことを踏まえ、効率的にサービスを提供
するため、互いの専門性を考慮しつつ、看護と介護の連携をより推進すべきとの意見があった。 
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平成２５年１２月 介護保険部会 意見書（抄） 

６．訪問看護について 



 
要支援・要介護者 
訪問看護利用者 

約35.0万人 

指定訪問看護事業所 

指定訪問看護ステーション 
6,992カ所（H26.2） 

指定訪問看護事業所 

病院・診療所 
1,699カ所（H26.2） 

医 師 

指示書 指示 

介護保険 医療保険 

左記以外（要支援者・要介護者以外）の 
訪問看護利用者 

（小児、精神疾患患者など） 

約9.9万人（※１） 

（※１）   平成24年介護サービス施設・事業所調査 （病院・診療所からの訪問看護利用者数は含まない） 出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成26年2月審査分） 

「訪問看護」とは 
○ 居宅において、看護師等（保健師・看護師・准看護師・理学療法士・作業療法士・言語聴覚士）により行われる療養上の世話 
 又は診療の補助（医師の指示が必要） 
「訪問看護ステーション」とは 
○ 訪問看護を行う事業所であり、医療法上の届出や許可は不要、名称利用についての規定はない 
○ 公的保険を適用する場合は介護保険法又は健康保険法上の指定（指定訪問看護ステーションの事業所指定）が必要であり、 
 その場合には、人員及び運営等の基準に基づきサービスが提供される。 
【指定訪問看護ステーションの要件】 
 ・人員配置基準：看護職員（保健師・看護師・准看護師）は常勤換算で2.5人以上 
 ・管理者：常勤・専従の保健師又は看護師1名 
 ・設備・備品：必要な広さを有する事務室、指定訪問看護に必要な備品 
【訪問看護の対象者】 
 ・介護保険法：居宅要支援、要介護者 
 ・健康保険法：上記以外の者で疾病または負傷により居宅において継続して療養を受ける状態にある患者 

訪問看護 

訪問看護の仕組み 
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訪問看護サービス利用者数及び事業所数の推移 

○ 訪問看護利用者数（千人） 

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」 （平成26年2月審査分） 

 【訪問看護事業所数の年次推移】  【訪問看護利用者数の年次推移（千人）】 

総数※ 
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

349.7 12.0  25.8  58.1  73.6  54.9  57.6  67.7  

（%） (3.4%) (7.4%) (16.6%) (21.0%) (15.7%) (16.5%) (19.4%) 

※総数には、月の途中で要支援から要介護に変更となった者、月の途中で要介護から要支援に変更となった者及び平成21年2月サービス提供分以前の経過的要介護の者を含む。 

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各月審査分） 

○ 訪問看護（予防含む）の利用者数は約349.7千人、訪問看護ステーション数は6,992ヶ所（平成26年2
月審査分）。ともに増加傾向にあり、ステーション数については近年の増加が著しい。   

○ 訪問看護利用者の半数以上は、要介護３以上の中重度者である。 
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指定（介護予防）訪問看護に要する 
標準的な時間に応じた基本サービス費 

 指定訪問看護・指定介護予防訪問看護のイメージ 

所要時間 
20分未満 

 
① 

318単位 
 
② 

256単位 

所要時間 
30分未満 

 
① 

474単位 
 
② 

383単位 

所要時間 
30分以上 

1時間 
未満 

 
① 

834単位 
 
② 

553単位 

所要時間 
1時間 
以上 

1時間30
分未満 

 
① 

1144単位 
 
② 

815単位 

理学療法
士等によ
る訪問☆ 

 

① 
318単位 

 
 

 

過去２月間に当該事業所から訪問看
護を提供していない場合【初回加
算】（共300単位/月） 

24時間の訪問看護対応体制を評価
【緊急時訪問看護加算】（①540
単位/月、②290単位/月） 

在宅で死亡した利用者へのターミナ
ルケアを評価【ターミナルケア加
算】（※）（共2,000単位/月） 

職員研修等を実施【サービス提供体
制強化加算】                        
（①②6単位/回、③50単位/月） 

准看護師による訪問看護 
（①②－10％、③－2％） 

訪問看護事業所と同一建物の居住者
に対し、前年度1月あたり実30人
以上の訪問看護を提供した事業所 
（①②－10％） 

特別な管理の評価【特別管理加算】
（共250単位/月、500単位/月） 

特別指示による医療保険の訪問看
護の実施（※） 
（③－97単位を指示日数に乗じ
る） 

訪問看護の介護報酬 

指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と 
連携して訪問看護を行う場合 

 

③2,935単位/月 

夜間又は早朝の訪問看護 
（①②とも+25%/回） 
深夜の訪問看護 
（①②とも+50%/回） 

2人の看護師等が同時に訪問看護を
行う場合【複数名加算】 
（①②とも30分未満254単位/
回、30分以上402単位/回） 

通算1時間30分以上の訪問【長時
間訪問看護加算】 
（①②とも300単位/回） 

特別地域訪問看護加算 
（①②＋15%/回、③＋15%/月） 
中山間地域等の小規模事業所加算 
（①②＋10%/回、③＋10%/月) 
中山間地域等の居住者へのサービス
提供加算 
（①②＋5%/回、③＋5%/月) 

退院退所時、医師等と共同指導した
場合【退院時共同指導加算】 
（①③600単位／回） 

訪問介護事業所と連携支援【看護・
介護職員連携強化加算】（※） 
（共250単位／回） 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

理学療法士等による訪問 
（①1日に2回を超えたら1回につ
き－10%） 

①指定訪問看護ステーションの場合 
②病院又は診療所の場合 
「共」は①②③に共通の意 

☆理学療法士による訪
問は1回当たり20分
以上、1人の利用者に
つき週6回を限度 

保健師・看護師・准看護師による要
介護5の利用者への訪問看護（※） 
（③800単位/月） 

（注）・※印の加算については、指定訪問看護にのみ適用 
    （指定介護予防訪問看護には適用されない） 
   ・点線枠の加算は区分支給限度額の枠外 39 



７．訪問リハビリテーションについて 
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 「訪問リハビリテーション」とは、利用者（要介護者等）について、その者の居宅において、その心身
の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必
要なリハビリテーションを行うもの。 

 定義 

 
訪問リハビリテーションを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり 
  
 ○ 人員基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ○ 設備基準 
 
 
 
 
 
 

 
 

 必要となる人員・設備等 

 医師 
専任の常勤医師１以上（併設の介護老人保健施設病院、病院、診療所の
常勤医との兼務可） 

理学療法士、作業
療法士、言語聴覚
士 

適当数置かなければならない 

設備及び備品 指定訪問リハビリテーションに必要な設備及び備品等を備えているもの 



訪問リハビリテーションの介護報酬 

 

サービスの提供回数に応じた基本サービス費 
利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

指定訪問リハビリテーション、指定介護予防訪問リハビリテーションの介護報酬のイメージ（1回あたり） 
※ 加算・減算は主なものを記載 

短期集中リハビリテーション加算 
  

認定日又は退院（退所）日から 
・1月以内 ３４０単位 
（1週につき概ね2日以上、1日当たり40分以上） 
・1月超～3月以内 ２００単位 
（1週につき概ね2日以上、1日当たり20分以上） 
 
予防給付では 
～3月以内 ２００単位 

3年以上勤務する理学療法士、作業療法士、言
語聴覚士を配置 (＋６単位) 

事業所と同一建物に居住する利用者にサービ
ス提供する場合（－10％） 

1回（20分以上）：３０７単位 

40分連続してサービスを提供した場合は、 
2回として算定可能、1週に6回を限度 

中山間地域等でのサービス提供 （＋5％） 

訪問介護連携加算  
(3月に1回を限度： ＋３００単位) 
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○ 訪問リハビリテーション（予防も含む）の受給者数、事業所数は増加傾向で推
移。 

年
間
累
計
受
給
者
数 

[千人] 

出典：介護給付費実態調査 

請
求
事
業
所
数 

[事業所数] 

訪問リハビリテーションの利用状況と課題 

0
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H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

予防 

介護 

  0

 1 000

 2 000

 3 000

 4 000

 5 000

 6 000

 7 000

H14.6 H15.6 H16.6 H17.6 H18.6 H19.6 H20.6 H21.6 H22.6 H23.6 H24.6 H25.6 H26.1

（旧）施設区分なし 

介護老人保健施設 

病院又は診療所 
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 居宅療養管理指導の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅にお
いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、医師、歯科医師、薬剤師、看護職
員、歯科衛生士又は管理栄養士が、通院が困難な利用者に対して、その居宅を訪問して、その心身の状況、
置かれている環境等を把握し、それらを踏まえて療養上の管理及び指導を行うことにより、その者の療養生
活の質の向上を図るものでなければならない。  
      （指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号第84条） 

居宅療養管理指導の基本方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

各職種が行う指導の概要 

医師又は歯科医師 ○ 計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づいて実施 
○ 居宅介護支援事業者に対する、居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供 
○ 居宅要介護者や家族等に対する、居宅サービスを利用する上での留意点や介護

方法等についての指導及び助言 
○ 訪問診療又は往診を行った日に限る 

薬剤師 ○ 医師又は歯科医師の指示に基づいて実施される薬学的な管理及び指導 
○ 居宅介護支援事業者に対する、居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供 

歯科衛生士 ○ 訪問歯科診療を行った歯科医師の指示及びその歯科医師の策定した訪問指導計
画に基づいて実施される口腔内の清掃又は有床義歯の清掃に関する指導 

管理栄養士 
 

○ 計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、栄養管理に係る情報提
供及び指導又は助言を30分以上行う 

看護職員 
保健師、看護師、 
准看護師 

○ 医師の判断に基づいて実施される療養上の相談及び支援 
○ 居宅介護支援事業者に対する、居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供 
○ 介護認定に伴い作成された居宅サービス計画に基づく指定居宅サービスの提要

を開始した日から起算して6月の間に限る 

（     ） 

※居宅療養管理指導の事業を行うことができるのは、病院、診療所、薬局及び指定訪問看護ステーション等である。 

８．居宅療養管理指導について 
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同一建物居住者
以外の場合（単位）

同一建物居住者
の場合（単位）注5

居宅療養管理指導費（I） 503 452 81

居宅療養管理指導費（II）注2 292 262 481

503 452 214

病院又は診療所の薬剤師
（月2回を限度）

553 387 6

薬局の薬剤師
（月4回を限度）注3

503 352 353

533 452 3

352 302 310

402 362 0

一月あたり
算定回数（千回）

報酬単価

歯科衛生士等（月4回を限度）

看護職員　注4

医師　注1

（月2回を限度）

薬剤師

歯科医師（月2回を限度）注1

管理栄養士（月2回を限度）

職種等

居宅療養管理指導費の算定状況 

居宅療養管理指導の報酬体系及び算定回数 

注1：訪問診療又は往診を行った日に限り算定できる。 
注2：診療報酬の「在宅時医学総合管理料」又は「特定施設入居時等医学総合管理料」を算定する場合。 
   これらの管理料は、通院困難な患者に対し、計画的医学管理の下に月2回以上の定期的な訪問診療を行っている場合に月1回に限り算定できる。 
注3：末期の悪性腫瘍の者、中心静脈栄養を受けている者に対しては、2回/週、かつ、8回/月を限度として算定。 

注4：居宅サービス提供開始から6月の間に2回を限度として算定。准看護師が行う場合は90／100を算定。 
注5：養護・経費・有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マンションなどの集合住宅に入居又は入所している複数の利用者。 
   または小規模多機能型居宅介護の宿泊サービス、認知症対応型共同生活介護、複合型サービスの宿泊サービスなどを受けている複数の利用者。  

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（平成25年9月審査分） 44 



９．通所介護について 

 
○ 通所介護については、事業内容の自由度が高く、介護や機能訓練に重点を置いたものとレスパイト中心のものが

あり、また、事業所の規模やサービス提供時間の長さも異なるなど、様々なサービス提供の実態がある。特に小規
模の事業所については、介護報酬単価が高く設定されており、実際に参入事業所数も、小規模事業所の増加が顕
著な状況にある。このような実態を踏まえ、その機能に着目した上で、通所介護の事業内容を類型化し、それに応じ
て介護報酬にメリハリをつけることを検討することが必要である。また、効果的・効率的な事業展開を促進する観点
から、サービス提供実態を踏まえた上で、人員基準の緩和を検討することが必要である。 

  

○ これらの小規模の通所介護については、少人数で生活圏域に密着したサービスであることから、地域との連携や
運営の透明性を確保するため、市町村が指定・監督する地域密着型サービスに位置づけることが必要である。ま
た、選択肢の一つとして、事業所の経営の安定性を図るとともに、柔軟な事業運営やサービスの質の向上の観点か
ら、人員基準等の要件緩和をした上で、通所介護（大規模型・通常規模型）事業所のサテライト事業所に位置づける
ことや、小規模多機能型居宅介護の普及促進の観点から小規模多機能型居宅介護のサテライト事業所に位置づけ
ることも検討する必要がある。 

  
○ 地域密着型サービスに位置づける場合、その施行時期については、平成28年4月までの間とし、条例制定時期は

施行日から1年間の経過措置を設けることが必要である。また、市町村の事務負担を少しでも軽減するため、地域密

着型サービス事業所の指定の際の市町村長による運営委員会の実施等関係者の意見反映のための措置の義務
付けを緩和して努力義務とするほか、移行に際しての事業所指定の事務、運営推進会議の弾力化等、事務負担の
軽減を併せて検討する必要がある。 

  

○ また、通所介護の設備を利用して法定外の宿泊サービスを提供している場合については、泊まりの環境が十分で
ない等の問題点も指摘されている。このため、利用者保護の観点から届出、事故報告の仕組みや情報の公表を行
い、サービスの実態が把握され、利用者や介護支援専門員に情報が提供される仕組みとすることが適当である。 

  

○ なお、通所介護と通所リハビリは、高齢者の自立支援を目的としてサービスを提供する機能が期待されており、両
サービスについて、整合性がとれた見直しに向けた検討が必要との意見があった。 
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通所介護の人員・設備基準等について 
 

 
「通所介護」とは、利用者（要介護者等）を老人デイサービスセンター等に通わせ、当該施設
において、入浴・排せつ・食事等の介護、生活等に関する相談及び助言・健康状態の確認その
他日常生活上の世話、機能訓練を行うものをいう。 

 

 定義 

 
通所介護サービスを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり 
  
 ○ 人員基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ○ 設備基準 
 
 
 
 
 
 

 
 

 必要となる人員・設備等 

 生活相談員 事業所ごとにサービス提供時間に応じて専従で１以上 

 看護職員 単位ごとに専従で１以上 

 介護職員 

① 単位ごとにサービス提供時間に応じて専従で次の数以上（常勤換算方式） 
 ア 利用者の数が１５人まで １以上 
 イ 利用者の数が１５人を超す場合 アの数に利用者の数が１増すごとに０．２を加え

た数以上 
② 単位ごとに常時１名配置されること 
③ ①の数及び②の条件を満たす場合は、当該事業所の他の単位における介護職員として
従事することができる 

 機能訓練指導員 １以上 

 生活相談員又は介護職員のうち１人以上は常勤 

 

※定員10名以下の事業所の場合は看護職員又は介護職員のいずれか１名の配置で可 

食堂 
それぞれ必要な面積を有するものとし、その合計した面積が利用定員×3.0㎡以上 

機能訓練室 

相談室 相談の内容が漏えいしないよう配慮されている 
46 



小規模型 
(延べ利用者数 月300人以下) 

５
～
７  

時
間 

７
～
９  

時
間 

通所介護の介護報酬 

サービス提供時間、利用者の要介護度及び 
事業所規模に応じた基本サービス費（例） 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

指定通所介護の介護報酬のイメージ（1回あたり） 
※ 加算・減算は主なものを記載 

 
 

 
 
 
 

1,208
単位 

1,082
単位 

957 
単位 

831 
単位 

705 
単位 

入浴介助を行った場合   
（５0単位） 

栄養状態の改善のための
計画的な栄養管理 

 （150単位） 

個別機能訓練の実施 
（４２単位、５０単位） 

介護福祉士や3年以上勤
務者を一定以上配置 

 (12 単位、6単位) 

中山間地域等でのサービ
ス提供 

（＋5％） 

口腔機能向上への計画的
な取組 

 （150単位） 

定員を超えた利用や人員
配置基準に違反 

   （－３０％） 

事情により、2～３時間
の利用の場合（３～５時間の

単位から －３０％） 

 
 

 
 
 
 

1,405 
単位 

1,257 
単位 1,108 

単位 
958 
単位 815 

単位 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 

指定介護予防通所介護の介護報酬のイメージ（1月あたり） 

要支援度に応じた基本サービス費 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 

要支援１ 
2,０９９単位 

要支援２ 
４,２０５単位 

選択的サービス 利用者の状態改善に
取組む事業所の評価 

要支援度の維持改善の割
合が一定以上(120単位) 

 
 

 
 
 
 

1,197
単位 1,071

単位 944 
単位 

817 
単位 

695 
単位 

 
 

 
 
 
 

1,034 
単位 

927 
単位 

820 
単位 

713 
単位 

606 
単位 

通常規模型 
(延べ利用者数 月300～750人) 

生活機能向
上グループ
活動加算
(100単位) 

・運動機能の向上（225単位） 

・栄養状態の改善（150単位） 

・口腔機能の向上（150単位） 

又 
は 
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注） 各年度の受給者数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。 

○ 平成２４年度末現在、通所介護の利用者は、約1６０万人（平成1３年度末の約2.５倍）
で、介護サービス（介護予防含む）利用者全体の概ね３人に１人が利用している。 

 
 （参考）平成２５年４月審査分 介護予防・介護サービス受給者数 4６３万人（介護給付費実態調査（厚生労働省）） 

通所介護の利用者数 

65.1  
75.1  

86.4  94.8  103.2  
82.2  83.8  89.1  96.1  102.8  110.6  118.1  

24.9  29.5  
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41.9  
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H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

利用者数 通所介護 介護予防 

148.4 
  160  
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（単位：万人） 

107.1 113.3 
120.9 

129.1 
137.4 

26% 57% 10% 7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所規模別にみた利用者数の割合（平成25年3月時点） 

小規模 通常規模 大規模Ⅰ 大規模Ⅱ 

※前年度の１月当たりの平均利用延人員数・・・３００人以内：小規模  ７５０人以内：通常規模  ９００人以内：大規模Ⅰ  それ以上：大規模Ⅱ 



○ 平成２４年度の通所介護（介護予防サービスを含む）の費用額は約１．4兆円（平成１３年
度の約３.７倍）で、平成２４年度費用額累計約８．9兆円の1５.６%を占める。 

 
○ 近年は、毎年約１，０００億円ずつ増加している。 

注） 各年度の費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月審査（３月サービス）分までの合計である。 

通所介護の費用額 
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1,493  

1,609  

1,724  

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

費用額 通所介護 介護予防 

12,637 

13,861 
〈単位：億円〉 
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7,909 
8,793 

9,607 

10,519 
11,500 



注） 各年度の請求事業所数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。 

○ 平成１３年度末と比べ、介護報酬請求事業所数は、約3.6倍（9,726か所→35,453か所）
に増加した。 

○ 特に小規模型事業所の増加率が高くなっている。 
    小規模型事業所：  7,075事業所（H18.4） → 17,963事業所（H25.3）（＋153%） 
    通所介護全体 ：19,341事業所（H18.4） → 35,453事業所（H25.3）（＋  83%） 

通所介護の請求事業所数 

9,726  11,429  
13,817  

16,771  

19,754  

12,500  13,040  13,973  14,552  15,329  16,534  17,490  

8,248  9,106  9,671  11,058  
12,725  

15,036  
17,963  

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

請求事業所数 

小規模以外 小規模 

51.8% 41.8% 4.3% 2.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所規模別にみた事業所数の割合（平成25年3月時点） 

小規模 通常規模 大規模Ⅰ 大規模Ⅱ 

※前年度の１月当たりの平均利用延人員数・・・３００人以内：小規模  ７５０人以内：通常規模  ９００人以内：大規模Ⅰ  それ以上：大規模Ⅱ 

35,453 

20,748 22,146 23,644 25,610 

28,054 
31,570 
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○ 増加する小規模の通所介護の事業所について、①地域との連携や運営の透明性を確保するため市
町村が指定・監督する地域密着型サービスへの移行、②経営の安定性の確保、サービスの質の向上
のため、通所介護（大規模型・通常規模型）や小規模多機能型居宅介護のサテライト事業所への移行
を検討。 

地域密着型通所介護 

小規模多機能型居宅介護の 
サテライト型事業所 

見直し案 

大規模型 大規模型 
【前年度1月当たり平均利用延人員数：750人超】 

現行 

通常規模型 
【前年度1月当たり平均利用延人員数：300人超】 

小規模型 
【前年度1月当たり平均利用延人員数：300人以内】 

都
道
府
県
が
指
定 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

(

市
町
村
が
指
定) 

都
道
府
県
が
指
定 

※地域密着型サービスとした場合の市町村の事務等 
 ○事業所の指定・監督 
 ○事業所指定、基準・報酬設定を行う際、住民、関係者からの意見聴取 
 ○運営推進会議への参加  等 
※地域密着型サービスは、市町村の判断で公募により事業者を指定できる。 

通常規模型 

（注）事業所規模は現在の取扱いを記載。見直しに際して
はどの範囲を小規模型とするかは改めて検討。 

認知症対応型 認知症対応型 
市
町
村
が

指
定※

 

※地域密着型サービス 

大規模型／通常規模型のサテライト型事業所 

小規模型通所介護の移行について 
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 ＜単独型・併設型＞ 

 ○単位ごとの利用定員は、１２人以下 

＜共用型＞ 

  ○事業開始･施設開設から３年以上経過している事   

      業所･施設であることが要件 

  ○利用定員は、（認知症対応型共同生活介護事業 

      所等の） 各事業所ごとに、 １日当たり３人以下 

【利用者】 

＜単独型・併設型＞  

 ○食堂、機能訓練室、静養室、 相談室及び事務室   

       のほか、消火設備その他の非常災害に際して必 

       要な設備等を備える 

 ○食堂及び機能訓練室 

    ３㎡×利用定員以上の面積 

＜単独型・併設型＞  

 ○生活相談員  １人（事業所のサービス提供時  

            間に応じて１以上配置） 

 ○看護職員又は介護職員 

            ２人（１人＋単位のサービス提 

                                供時間に応じて１以上配置）                   

 ○機能訓練指導員  １人以上 

 ○管理者     厚生労働大臣が定める研修を 

            修了している者が、常勤専従 

＜共用型＞ 

 ○従業者の員数  （認知症対応型共同生活介護 

       事業所等の）各事業ごとに規定する従業者の 

       員数を満たすために必要な数以上 

 ○管理者厚生労働大臣が定める研修を修了して 

       いる者が、常勤専従 

【設備】 

【人員配置】 

認知症（急性を除く）の高齢者に対して、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行い、高齢者の社会的孤立感の
解消及び心身の機能の維持並びにその家族の身体的及び精神的負担の軽減を図ることとする。 

１０．認知症対応型通所介護について 
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単独型（併設型） 

５
～
７ 

時
間 

７
～
９  

時
間 

認知症対応型通所介護の介護報酬 

サービス提供時間、利用者の要介護度及び 
事業所類型に応じた基本サービス費 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する加算・減算 

指定認知症対応型通所介護・指定介護予防認知症対応型通所介護の介護報酬のイメージ 
（1回あたり） 

※加算・減算は主なものを記載 

入浴介助の実施 
 （50単位） 

個別機能訓練の実施 
 （27単位） 

若年性認知症利用者
の受け入れ 

 （60単位） 

介護福祉士や3年以
上勤務者を一定以上
配置 (12 単位、6単位) 

口腔機能向上サービ
スの実施 

（150単位／回） 

栄養改善サービスの
実施 

 （150単位／回） 

定員を超えた利用や
人員配置基準に違反 

   （３０％） 

※括弧内は併設型 

 
 

 
 

 
 

910 
単位 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要支援１ ２ 

 
 

1,299 
単位 1,201 

単位 1,104 
単位 1,007 

単位 878 
単位 

787 
単位 

（1,166） 
（1,079 ） 

（992） 
（905） 

（818） 
（790） （707） 

 
 

 
 

 
 

1,036 
単位 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要支援１ ２ 

 
 

1,486 
単位 1,374 

単位 1,261 
単位 1,148 

単位 1,001 
単位 

896 
単位 

（1,232） 
（1,332） 

（1,131） 

（1,030） （930） 
（805） （899） 

※括弧内は併設型 

※ その他、２～３時間、３～５時間のサービス提供時間がある。 

認知症対応型通所
介護と同一の建物
に居住する者への
サービス提供 
   （９４単位） 
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認知症対応型通所介護の 
事業所数及び利用者数の推移 

2,436  2,805  
3,031  

3,220  
3,426  

3,571  
3,699  3,767  

4.1 

4.6 
5.1 

5.4 
5.8 

6.0 6.1 6.1 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

事業所数 利用者数 

（単位：か所） （単位：万人） 

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各11月審査分） 

2.86 2.89 2.86 
2.83 2.85 2.84 

2.81 
2.77 

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

2.70

2.80

2.90

3.00

H18.10 H19.10 H20.10 H21.10 H22.10 H23.10 H24.10 H25.10

平均要介護度 

出典：厚生労働省「介護給付費実態調査」（各11月審査分） 

認知症対応型通所介護利用者の 
平均要介護度（要介護度１以上）の推移 

54 

○ 事業所数及び利用者数の推移は、これまで増加傾向にあったが、平成２５年度は横ばい。 
○ 平均要介護度（要介護度１以上）の推移は、顕著な変化は見られない。 

認知症対応型通所介護の事業所数、利用者数 



○ 平成18年改定において、認知症対応型共同生活介護事業所等の共用スペースを活用した共
用型を創設するとともに単独型・併設型については定員を10人から12人に拡大した。 

○ 利用者の要介護度割合について、制度開始以降、顕著な変化は見られない。 

認知症対応型通所介護の要介護度別利用者割合 

注） 各年度の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の10月サービス分（11月審査分）の値としている。 55 

1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 
0% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 1% 
1% 

17% 17% 17% 19% 18% 19% 19% 21% 

22% 22% 21% 22% 23% 23% 24% 23% 

27% 28% 29% 27% 27% 26% 26% 25% 

20% 20% 19% 19% 18% 17% 17% 16% 

12% 12% 11% 12% 13% 14% 13% 13% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

要介護度別利用者割合の推移 

要支援１ 要支援２ 要支援 

（経過的要介護） 

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 



○ 平成24年度の認知症対応型通所介護（介護予防サービスを含む）の費用額は約859億円
（平成18年度の約1.8倍）で、平成24年度費用額累計約8.5兆円の1.0%を占める。 

 
○ 近年は、毎年約50億円ずつ増加している。 

注） 各年度の費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月審査（３月サービス）分までの合計である。 

認知症対応型通所介護の費用額 

〈単位：億円〉 
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○ 平成25年10月現在、認知症対応型通所介護（介護予防認知症対応型通所介護を含む）の要
支援・要介護度別費用額については、要介護３の割合が27.8％と最も高く、要介護度２が
21.0％で続く。要支援１・２の割合は0.6％を占める。 

認知症対応型通所介護の要支援・要介護度別費用額 

57 

（単位：百万円） 

注） 介護給付費実態調査月報の平成25年11審査（10月サービス）分の状況。 

要支援１ 
17  

0.2% 

要支援２ 
28  

0.4% 

要介護１ 
1,142  
15.2% 

要介護２ 
1,576  
21.0% 

要介護３ 
2,090  
27.8% 

要介護４ 
1,412  
18.8% 

要介護５ 
1,256  
16.7% 

要支援・要介護度別費用額（１月当たり） 

要支援１ 

要支援２ 

要介護１ 

要介護２ 

要介護３ 

要介護４ 

要介護５ 



１１．通所リハビリテーションについて 
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 「通所リハビリテーション」とは、利用者（要介護者等）を介護老人保健施設病院、病院、診療所等に通
わせ、当該施設において、その心身の機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために行われ
る理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行うもの。 

 定義 

 

通所リハビリテーションを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり 
 ○ 人員基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   ○ 設備基準 
 
 
 
 
 
 

 
 

 必要となる人員・設備等 

 医師 専任の常勤医師１以上（併設の介護老人保健施設病院、病院、診療所の常勤医との兼務可） 

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士 

単位ごとに利用者100人に一名以上※ 

従事者 （理学療法士、作
業療法士、言語聴覚士又
は看護師、准看護師若しく
は介護職員） 

単位ごとに利用者10人に一名以上 

※所要時間１～２時間では適切な研修を受けた看護師、准看護師、柔道整復師、あん摩マッサージ師で可 

リハビリテーション
を行う専用の部屋 
（食堂を加える） 

指定通所リハビリテーションを行うに必要な専用の部屋（３平方
メートルに利用定員を乗じた面積以上）設備 



通常規模型 大規模型（Ⅱ） 

１
～
２  

時
間 

 
 

 

６
～
８  

時
間 

※

１ 

通所リハビリテーションの介護報酬 

サービス提供時間、利用者の要介護度及び 
事業所規模に応じた基本サービス費 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
事業所の体制に対する主な加算・減算 

指定通所リハビリテーションの介護報酬のイメージ（1回あたり） ※ 加算・減算は主なものを記載 

短期集中的なリハビリテー
ションの実施（60～120
単位） 

栄養状態の改善のための計
画的な栄養管理 
（150単位） 

個別リハビリテーションの
実施※２（80単位） 

利用者の居宅を訪問し、通
所リハビリ計画の作成等を
行った場合（550単月） 

喀痰吸引・ストーマ、褥瘡、
胃瘻等の医学的管理 
（100単位） 

口腔機能向上への計画的な
取組（150単位） 

定員を超えた利用や人員配
置基準に違反（３０％） 

※２：１～２時間のサービスについては複数回算定可  

 
 

 
 
 
 

３９４ 
単位 

３６３ 
単位 

３３３ 
単位 

３０３ 
単位 

２７３ 
単位 

 
 

 
 
 
 

３７６ 
単位 

３４７ 
単位 

３１８ 
単位 

２９０ 
単位 

２６０ 
単位 

 
 

 
 
 
 

1,283 
単位 1,132 

単位 ９７９ 
単位 ８２９ 

単位 ６７７ 
単位 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 

 
 

 
 
 
 

1,227 
単位 

1,082 
単位 

９３８ 
単位 

７９２ 
単位 

６４８ 
単位 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 

介護福祉士や3年以上勤務
者を一定以上配置 (12 単
位、6単位) 

中山間地域等でのサービス
提供（＋5％） 

通所リハビリ事業所と同一
の建物に居住する者への
サービス提供（94単位） 

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５ 

※１：その他、２～３時間、３～４時間、４～６時間のサービス提供時間がある。 

指定介護予防リハビリテーションの介護報酬のイメージ（1月あたり） 

要支援度に応じた基本サービス費 

要支援１ 
2,433単位 

要支援２ 
4,870単位 

・運動機能の向上（225単位） 

・栄養状態の改善（150単位） 

・口腔機能の向上（150単位） 

・2種類（480単位） 

・3種類（700単位） 

事業所評価加算(120単位/月) 
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○ 通所リハビリテーション（予防を含む）の受給者数、事業所数は増加傾向で推移。 

通所リハビリテーションと通所介護の利用状況 

[千人] 

0

2000

4000

6000

8000

10000

12000

14000

16000

18000

20000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

予防 

介護 

出典：介護給付費実態調査 

年
間
累
計
受
給
者
数 

請
求
事
業
所
数 

[事業所数] 

0
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総数 
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「短期入所生活介護」の事業とは、利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に
応じ自立した日常生活を営むことができるよう、利用者（要介護者等）が老人短期入所施設、
特別養護老人ホーム等に短期間入所し、当該施設において入浴、排泄、食事等の介護その他の
日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の
家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものである。 

 
 
 
 
 
 
短期入所生活介護サービスを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり 
  
 ○ 人員基準 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ○ 設備基準 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

必要となる人員・設備等 

医師 １以上 
生活相談員 利用者１００人につき１人以上（常勤換算） 

※うち１人は常勤（利用定員が２０人未満の併設事業所を除く） 
介護職員又は看護師若しくは
准看護師 

利用者３人につき１人以上（常勤換算） 
※うち１人は常勤（利用定員が２０人未満の併設事業所を除く） 

栄養士 １人以上 
※利用定員が４０人以下の事業所は、一定の場合は、栄養士を置かないことができる 

機能訓練指導員 １以上 

調理員その他の従業者 実情に応じた適当数 

利用定員等 ２０人以上とし、専用の居室を設ける 
※ただし、併設事業所の場合は、２０人未満とすることができる 

居室 定員４人以下、床面積（１人当たり）10.65㎡以上 
食堂及び機能訓練室 合計面積３㎡×利用定員以上 
浴室、便所、洗面設備 要介護者が使用するのに適したもの 
その他、医務室、静養室、面談室、介護職員室、看護職員室、調理室、洗濯室又は洗濯場、汚物処理室、介護材料室
が必要 
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１２．短期入所生活介護について 
短期入所通所介護の基本方針 



短期入所生活介護の介護報酬 

要支
援1 

 

502 
単位 

要支
援２ 

 
617 
単位 

要介
護1 

 
686
単位 

要介
護2 

 
755
単位 

要介
護3 

 
826 
単位 

要介
護4 

 
896 
単位 

要介
護5 

 
964 
単位 

 

利用者の要介護度等に応じた基本サービス費 
（特別養護老人ホーム等との併設で多床室の場合） 

定員を超えた利用や人員配置基準に違反 
   （－３０％） 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
施設の体制に対する加算・減算 

指定短期入所生活介護・指定介護予防短期入所生活介護の介護報酬のイメージ（1日あたり） 

※ 加算・減算は主なものを記載 

 
送迎を行う場合 
 

（片道につき184単位） 

 
 
 
 

夜勤職員の手厚い配置 
注：要介護者のみ 
（ﾕﾆｯﾄ型以外：13単位） 
（ﾕﾆｯﾄ型      ：18単位） 

空床を確保し、緊急受入の
体制を整備 
注：要介護者のみ 

（40単位） 

確保した空床に緊急の利用者
を受け入れた場合 
注：要介護者のみ 

（60単位） 

介護福祉士や常勤職員等を
一定割合以上配置 

・介護福祉士：12単位 
・常勤職員等： ６単位 

 
専従の機能訓練指導員を配
置している場合 

（12単位） 

 
 
 
 

利用者が利用する訪問看護
事業所の職員がサービス提
供を行った場合 
注：要介護者のみ 

（413～425単位） 
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○ 平成2４年度末現在、短期入所生活介護の利用者は、約3２万人（平成13年度末の約2.2
倍）で、介護サービス（介護予防含む）利用者全体の約7%が利用している。 

○ 平成2４年度の短期入所生活介護（介護予防サービスを含む）の費用額は約3,683億円
（平成13年度の約3.3倍）で、平成2４年度費用額累計約8.９兆円の約４％を占める。 

 

 （参考）平成25年4月審査分 介護予防・介護サービス受給者数 ４６３万人（介護給付費実態調査（厚生労働省）） 

短期入所生活介護の利用者数、費用額 

14.1 
（30.8） 

（0.9） 

0

5

10

15

20

25

30

35

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

利用者数 
（単位：万
人） 

31.7 

注） 各年度の費用額の値は、介護給付費実態調査月報の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月審査（３月サービス）分までの合計である。 
注） 各年度の利用者数の値は、介護給付費実態調査月報の各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。 

（単位：億円） 

1,119  

（3,645 ） 

（38） 

0
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H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

費用額 

短期入所生活介護 介護予防 

H17.10 食費・居住費の外出し 

H14.1 限度額一本化 

3,68
3 
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注） 各年度の請求事業所数の値は、介護給付費実態調査月報を用いて、各年度の
３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載して
いる）。 

○ 請求事業所数は、一貫して増加傾向にある。 
○ 特養等に併設される併設型事業所（ユニット型含む）が84%を占める。 
○ 平成17年と比べ、単独型が約3倍、ユニット型（単独型・併設型）が約6倍に増加して
いる。その一方で、併設型はほとんど増えていない。 

注） 「介護給付費実態調査」より作成。 

短期入所生活介護の請求事業所数 

4,819  
5,117  

5,431  
5,843  

6,348  
6,747  

7,080  
7,373  7,607  7,791  

8,259  
8,845  

0
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年度 

H17 

年度 
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年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

請求事業所数 

事業所種別毎の推移 

単独型 

976事業所 

（11%） 

ユニット型／ 

単独型 

519事業所  

（6%） 

併設・空床型 

5,376事業所 

（59%） 

ユニット型／ 

併設・空床型 

2.171事業所 

（24%） 

事業所種別 

（H25.10時点） 
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割合 割合 割合 割合
H17.10 347 5.7% 88 1.4% 5,227 85.6% 444 7.3% 6,106
H19.10 531 7.6% 225 3.2% 5,269 75.1% 989 14.1% 7,014
H21.10 634 8.4% 301 4.0% 5,276 70.0% 1,328 17.6% 7,539
H23.10 766 9.5% 373 4.6% 5,313 65.8% 1,631 20.2% 8,080
H25.10 976 10.8% 519 5.7% 5,376 59.5% 2,171 24.0% 9,038

併設・空床型 ユニット型 ／併設・空床型 
審査月 計 

単独型 ユニット型 ／単独型 



指定短期入所生活介護 基準該当短期入所生活介護 

従
業
者 

医師 １人以上 不要（平成24年基準改定） 

生活相談員 ①常勤換算方法で利用者100人に１以上 
②１人は常勤（利用定員20人未満の併設事業所は
除く） 

１人以上 
 

介護職員 
又は 
看護職員 

①常勤換算方法で利用者3人に１以上 
②それぞれ１人は常勤（利用者定員20人未満の併
設事業所は除く） 

常勤換算方法で利用者3人に１以上 

栄養士 １人以上（利用定員40名以下で他の施設の栄養士
と連携可能な場合は不要） 

１人以上（利用定員に関わらず、他の施設の栄養
士と連携可能な場合は不要） 

利用定員等 （１）20人以上（特別養護老人ホームの空床を利
用する場合は20人未満に出来る） 

利用定員は20人未満とする 

（２）併設事業所は20人未満に出来る 

設備等 廊下幅は1.8メートル以上（中廊下の幅は2.7メー
トル以上） 

車椅子での円滑な移動が可能な廊下幅 

居室面積 １人当たり10.65㎡ １人当たり7.43㎡（平成24年基準改定） 

※ 基準該当ショートは指定通所介護事業所、指定認知症対応型通所介護事業所又は社会福祉施設に併設しなければならない。 

指定短期入所生活介護と基準該当短期入所生活介護の比較（異なる部分のみ抜粋） 

基準該当サービスとは 

○ 基準該当サービスとは、指定居宅サービスの要件（人員・設備・運営基準）の一部を満たしていない事業者のうち、
厚生労働省令で定める一定の基準を満たすサービスをいう。 

○ 基準該当居宅サービスに係る介護報酬については、 

 ① 市町村が「必要があると認めるとき」に支給できるものとされ、 

 ② その額については、厚生労働大臣が定める介護報酬の額を基準として市町村が額を定めることとなっている。 

基準該当短期入所生活介護について 
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都道府県 
H22.5.31 

時点 
H23.9.30 

時点 
H24.10.31 

時点 

北海道 4 3 3 

青森県   

岩手県   

宮城県 9 12 10 

秋田県 1 1 1 

山形県 3 3 4 

福島県   

茨城県 6 5 5 

栃木県   

群馬県 1 1 1 

埼玉県   

千葉県 15 15 15 

東京都 12 10 9 

神奈川県 1 1 1 

新潟県 6 7 10 

富山県 31 30 33 

都道府県 
H22.5.31 

時点 
H23.9.30 

時点 
H24.10.31 

時点 

岡山県 1 1 1 

広島県   

山口県   

徳島県   

香川県 1 1 1 

愛媛県 5 6 6 

高知県 3 2 2 

福岡県   

佐賀県   

長崎県   

熊本県   

大分県 1 1 1 

宮崎県 3 3 3 

鹿児島県 1 1 1 

沖縄県   

全国合計 173 175 188 

注）H22.5.31時点、H23.9.30時点のデータはWAM NET 介護保険事業者情報 
     H24.10.31時点のデータは厚生労働省調べ 

基準該当短期入所生活介護の整備状況 

都道府県 
H22.5.31 

時点 
H23.9.30 

時点 
H24.10.31 

時点 

石川県   

福井県   

山梨県   

長野県 38 39 43 

岐阜県 6 6 7 

静岡県 1 1 1 

愛知県 1 1 1 

三重県 13 14 17 

滋賀県 1 1 1 

京都府 1 

大阪府   

兵庫県 2 2 2 

奈良県 3 4 5 

和歌山県   

鳥取県   

島根県 4 4 3 
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 短期入所療養介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限り
その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、看護、
医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うこ
とにより、療養生活の質の向上及び利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るもので
なければならない。 
 
（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号第141条） 

 

短期入所療養介護の基本方針 

 
 
 
 
 
 
短期入所療養介護を行うことのできる施設は次のとおりであり、必要な人員・設備等は、原則
としてそれぞれの施設として満たすべき基準による。 
○ 介護老人保健施設 
○ 療養病床を有する病院若しくは診療所 
○ 診療所 

 

 ※診療所（療養病床を有するものを除く。）においては、以下の要件を満たすこと。 
・床面積は利用者１人につき6.4㎡とすること 
・食堂及び浴室を有すること 
・機能訓練を行うための場所を有すること 

 
 
 

 
 

必要となる人員・設備等 

67 

１３．短期入所療養介護について 



短期入所療養介護の施設基準等について 

施設類型 
 

 
基準等 

介護老人 
保健施設 

介護療養型医療施設 
介護療養型医療施設以外 

病院 診療所 

病院 診療所 
医療 

療養病床 
一般病床 医療 

療養病床 
一般病床 

みなし指定 あり あり あり なし － なし なし 

病室・居室 
面積 

8.0㎡ 6.4㎡ 6.4㎡ 6.4㎡ － 6.4㎡ 6.4㎡ 

機能訓練室 
面積 

1㎡/定員 40㎡ 十分な広さ 40㎡ － 十分な広さ 十分な広さ 

看護・介護 
職員 

看護・介護  
３：１ 

（うち、看護2/7標準） 

看護 ６：１ 
 

介護 ６：１ 

看護 ６：１ 
 

介護 ６：１ 

看護 ６：１ 
 

介護 ６：１ 
－ 

看護 ６：１ 
 

介護 ６：１ 

看護・介護 
３：１ 

施設基準等 
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要支
援1 

 

616 
単位 

要支
援２ 

 
770 
単位 

要介護
1 
 

831 
単位 

要介護
2 
 

879 
単位 

要介護
3 
 

942 
単位 

要介護
4 
 

996 
単位 

要介護
5 
 

1049 
単位 

 

利用者の要介護度等に応じた基本サービス費 
（従来型介護老人保健施設の多床室の場合） 

個別リハビリテーショ
ンの実施 

   （240単位） 

 
リハビリテーションの
提供体制を強化 

（30単位） 

 
 
 
 

定員を超えた利用や人員配置基準に違反 
   （３０％） 

 
重度者に対する医学的
管理と処置 
                  （120単位） 

 

緊急受入を実施 
注：要介護者のみ 
  開始日から7日間のみ 

（90単位） 

夜勤職員の手厚い配置 
注 宿泊のみ 

（24単位） 

介護福祉士や常勤職員
等を一定割合以上配置 

利用者の状態に応じたサービス提供や 
施設の体制に対する加算・減算 

指定短期入所療養介護・指定介護予防短期入所療養介護の介護報酬のイメージ（1日あたり） 

※ 加算・減算は介護老人保健施設の場合の主なものを記載 

・介護福祉士：12単位 
・常勤職員等：６単位 

3時間以上４時間未満：654単位 

４時間以上６時間未満：905単位 

６時間以上８時間未満：1,257単位 

○ 宿泊の場合 

○ 日帰りの場合（要介護者のみ） 

短期入所療養介護の介護報酬 

常時看護職員に
よる観察を必要と
する難病等を有
する重度者又は
がん末期の利用

者を想定 
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施設数 ［A］ 
短期入所療養介護の請

求事業所数 ［B］※1 
B／A 

介護老人保健施設 3,963※1 3,361 84.8% 

療養病床を有する病院 3,878※2 280 7.2% 

有床診療所 9,424※2 
151 

1.6% 

［再掲］療養病床を有する診療所 1,271※2 11.9% 

短期入所療養介護の利用状況等 
  

○ 短期入所療養介護は、介護老人保健施設や病院・診療所の療養病床等として指定を受けた病床
等を 
利用して行われている。 

○ 算定事業所の９３％が介護老人保健施設であり、算定事業所数はそれほど伸びていない。 

短期入所療養介護の実施状況 

（資料）「介護給付費実態調査」 

老健 老健 老健 老健 老健 老健 老健 
老健 老健 

病院 病院 病院 病院 病院 病院 病院 病院 病院 

診療所 診療所 診療所 診療所 診療所 診療所 診療所 診療所 
診療所 

  0

 1 000

 2 000

 3 000

 4 000

平成16年度 平成18年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度 

算定事業所数の年次推移 
（事業所数） 

（資料出所）  ※１：厚生労働省「介護給付費実態調査」平成25年4月審査分。（「施設数」は請求事業所数） 
※２：厚生労働省「病院報告」平成25年3月分（月末病床利用率=月末在院患者数／月末病床数） 

老健 
93% 

病院 
3% 

診療所 
4% 

算定日数に占める割合 
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１４．福祉用具について 

現状・課題 
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○ 高齢者の自立支援を図るためには、自らの身体能力等を最大限に活用できるよう生活環境の観点から支援するこ
とが必要であり、要介護者・要支援者が増加する中、福祉用具の役割は重要となっている。  

 
○ 自立支援により資する福祉用具の利用を図る観点から、福祉用具専門相談員の指定講習内容の見直しを踏

まえ、福祉用具専門相談員の要件を、福祉用具に関する知識を有している国家資格保有者及び福祉用具専
門相談員指定講習修了者とすることが適当である。その際、現に従事している福祉用具専門相談員につい
ては、福祉用具サービス計画に関する知識も含め、常に福祉用具貸与（販売）に関する必要な知識の修得
及び能力の向上に努めなければならないとすることが適当である。また、更なる専門性向上等の観点から、
福祉用具貸与事業所に配置されている福祉用具専門相談員の一部について、より専門的知識及び経験を有
する者の配置を促進していくことについて検討する必要がある。 

 
○ 複数の福祉用具を貸与する場合において、効率化・適正化の観点から、都道府県等に届け出ている福祉用

具の価格（利用料）からの減額を認めることを検討する必要がある。また、利用者に適した福祉用具の選
択のための情報提供の一環として、ホームページ上において福祉用具の価格情報の公開の取組を進めるこ
とが適当である。 

 
 
 
 

平成２５年１２月 介護保険部会 意見書（抄） 



福祉用具貸与 特定福祉用具販売 

事業概要 福祉用具を指定事業者から貸与 入浴や排せつ等に用いる福祉用具（特定福祉
用具）の購入（償還払い） 

対象種目 ・車いす（付属品含む）    

・特殊寝台（付属品含む） 

・床ずれ防止用具 

・体位変換器 

・手すり 

・スロープ 

・歩行器 

・歩行補助つえ 

・認知症老人徘徊感知機器 

・移動用リフト（つり具の部分を除く） 

・自動排泄処理装置 

・腰掛便座 

・自動排泄処理装置の交換可能部品 

・入浴補助用具（入浴用いす、浴槽用手すり、
浴槽内いす、入浴台、浴室内すのこ、入浴用
介助ベルト） 

・簡易浴槽 

・移動用リフトのつり具の部分 

支給限度基準額 要支援、要介護度別の支給限度基準額
の範囲内において、他のサービスと組み
合わせ 

１０万円 
※要支援、要介護区分にかかわらず定額 

※同一支給限度額管理期間内 

（４／１～３／３１の1年間）は、用途及び機能が著しく異なる場合、

並びに破損や要介護状態の変化等の特別の事情がある場合を
除き、同一種目につき1回のみ支給 

給付割合 サービス利用料の９割 購入費の９割 

給付額 現に要した費用（実勢価格） 現に要した費用（実勢価格） 

介護保険における福祉用具のサービス 
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１ 要介護者等の自立の促進又は介助者の負担の軽

減を図るもの 
 

２ 要介護者等でない者も使用する一般の生活用品

でなく、介護のために新たな価値付けを有するもの 

   （例えば、平ベッド等は対象外） 
 

３ 治療用等医療の観点から使用するものではなく、

日常生活の場面で使用するもの 

   （例えば、吸入器、吸引器等は対象外） 
 

４ 在宅で使用するもの 

    （例えば、特殊浴槽等は対象外） 

５ 起居や移動等の基本動作の支援を目的とするもの

であり、身体の一部の欠損又は低下した特定の機能

を補完することを主たる目的とするものではないもの 

  （例えば、義手義足、眼鏡等は対象外） 
 

６ ある程度の経済的負担があり、給付対象となること

により利用促進が図られるもの    

  （一般的に低い価格のものは対象外） 
 

７ 取り付けに住宅改修工事を伴わず、賃貸住宅の居

住者でも一般的に利用に支障のないもの 

  （例えば、天井取り付け型天井走行リフトは対象外） 
 

 福祉用具の給付は、対象者の身体の状況、介護の必要度の変化等に応じて用具の交換ができること等の
考え方から原則貸与 

 購入費の対象用具は例外的なものであるが、次のような点を判断要素として対象用具を選定 

1. 他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの （入浴・排泄関連用具）  

2. 使用により、もとの形態・品質が変化し、再度利用できないもの （つり上げ式リフトのつり具） 

介護保険制度における福祉用具の範囲 

居宅福祉用具購入費の対象用具の考え方 

（参考）介護保険制度における福祉用具の範囲の考え方 
（第14回医療保険福祉審議会老人保健福祉部会提出資料（H10.8.24）） 
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（学識経験者、自治体、事業者関
係団体等より構成。） 
 

○ 介護保険制度における
福祉用具や住宅改修の範
囲の考え方を踏まえ、介護
保険の給付対象となる福祉
用具や住宅改修の新たな
種目・種類等についての妥
当性や内容について検討。 

厚  生  労  働  省 

意 

見 

・ 

要 

望 

の 

集 
約 

保 険 者 

介 護 実 習 ・ 普 及 セ ン タ ー 

（ 調 査 ： テ ク ノ エ イ ド 協 会 ） 

介 護 保 険 給 付 対 象 福 祉 用 具 
情 報 検 討 委 員 会 

（事務局：テクノエイド協会） 

利 用 者 等 

（ 調 査 ： テ ク ノ エ イ ド 協 会 ） 

日 本 福 祉 用 具 ・ 生 活 支 援 用 具 協 会 

（ 福 祉 用 具 製 造 事 業 者 ） 
 

日 本 福 祉 用 具 供 給 協 会 

（ 福 祉 用 具 供 給 事 業 者 ） 
 

シ ル バ ー サ ー ビ ス 振 興 会 
（民間シルバーサービスの業種横断的組織） 

利 用 者 

福祉用具製造・供給事業者 

介 護 保 険 福 祉 用 具 ・ 
住 宅 改 修 評 価 検 討 会 

（参考）介護保険の給付対象となる福祉用具の種目等を見直す場合の流れ 
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（参考）介護ロボットの開発支援について 

  民間企業・研究機関等 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○日本の高度な水準の工学技術を活用
し、高齢者や介護現場の具体的なニー
ズを踏まえた機器の開発支援 

    介護現場 
 
 
 
 

 
 
 
   
 
 
 
 

○開発の早い段階から、現場のニーズの
伝達や試作機器について介護現場での
実証(モニター調査・評価) 

・モニター調査 
の依頼等 

・試作機器の 
 評価等 

機器の開発 介護現場での実証等 

【経産省中心】 【厚労省中心】 

※相談窓口の設置、実証の場の整備（実証試験
協力施設の把握）、普及啓発、意見交換の場
の提供  等 

開発現場と介護現場との 
意見交換の場の提供等（※） 

（開発等の重点分野） 
 経済産業省と厚生労働省において、重点的に開発支援する分野を特定（平成２５年度から開発支援） 

 ○移乗介助（１）  

・ロボット技術を用いて介助者のパワーアシストを
行う装着型の機器 

○移乗介助（２）  

・ロボット技術を用いて介助者による抱え上げ動
作のパワーアシストを行う非装着型の機器 

○移動支援（１）  

・高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に
運搬できるロボット技術を用いた歩行支援機器 

○排泄支援  

・排泄物の処理にロボット技術を用いた
設置位置調節可能なトイレ 

○認知症の方の見守り（１）  
・介護施設において使用する、センサー
や外部通信機能を備えたロボット技術
を用いた機器のプラットフォーム 

○移動支援（２）  

・高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、
特にトイレへの往復やトイレ内での姿勢保持を
支援するロボット技術を用いた歩行支援機器 

○認知症の方の見守り（２）  

・在宅介護において使用する、転倒検知
センサーや外部通信機能を備えたロ
ボット技術を用いた機器のプラット
フォーム 

○入浴支援  

・ロボット技術を用いて浴槽に出入りする
際の一連の動作を支援する機器 

※点線枠は平成２６年２月に新たに追加した項目。平成２６年度より開発支援の対象。 
※開発支援するロボットは、要介護者の自立支援促進と 介護従事者の負担軽減に資することが前提。 75 



１５．居宅介護支援について 

 

○ ケアマネジメントについては、介護保険部会等において様々な課題が指摘され、ケアマネジメントを担う介護支援専
門員について、「介護支援専門員（ケアマネジャー）の資質向上と今後のあり方に関する検討会」を開催し、平成25
年1月に中間的な整理がまとめられた。 

 

○ 検討会では、自立支援に資するケアマネジメントを推進するとともに、地域包括ケアシステムを構築していく中で、多
職種協働や医療との連携を推進していくため、①介護支援専門員自身の資質向上、②自立支援に資するケアマネ
ジメントに向けた環境整備、という視点で対応の方向性がまとめられたところであり、提言された項目ごとに具体化に
向けて取り組むことが重要である。 

 

○ 具体的には、現在、居宅介護支援事業者の指定は、都道府県・指定都市・中核市が行っているが、高齢者が住み
慣れた地域で自立した日常生活を営めるようにするため、地域包括ケアシステムの構築とともに、高齢者の自立支
援に資するケアマネジメントが必要となってくることから、地域でケアマネジメントの役割を担っている介護支援専門
員の育成や支援などに市町村が積極的に関わっていくよう、保険者機能の強化という観点から、居宅介護支援事業
者の指定権限を市町村に移譲することが適当である。この際、施行時期については、平成30年4月とし、条例制定時
期は施行日から1 年間の経過措置を設けるとともに、市町村の事務負担の軽減等のために、事業所の指定事務の
確認事務の委託を推進するなど、必要な支援を行う必要がある。なお、権限移譲に関しては、公平中立の観点から
都道府県の適切な関与が必要であり、引き続き検討が必要との意見があった。 

 

○ また、介護支援専門員実務研修受講試験の受講要件の見直し、介護支援専門員の研修制度の見直しなど、介護
支援専門員の資質向上を図り、ケアマネジメントの質を向上させるための取組を進める必要がある。さらに、介護支
援専門員の資質向上に当たっては、専門職である介護支援専門員自らが取り組むとともに、主任介護支援専門員
の果たす役割が大きいことから、主任介護支援専門員に更新制を導入するなど、主任介護支援専門員についても
資質向上を図ることが必要である。 

 

○ 福祉用具の貸与のみを行うような簡素なケアプランについては、介護支援専門員による月々のモニタリングの在り
方を見直すことを検討する必要がある。なお、この点に関し、状態変化などリスクのあるケースなどもあることから、
その見直しに当たってはこの点に留意して検討していくことが必要である。 

平成２５年１２月 介護保険部会 意見書（抄） 
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居宅介護支援・介護予防支援の概要 

定 義 

  
 

人員基準 

管理者 常勤の介護支援専門員を配置  ※介護支援専門員の職務と兼務可能 

介護支援専門員 利用者３５人に対し1人を配置 

居宅介護支援 

定義 

介護予防支援 

人員基準 

管理者 常勤の者を配置 

担当職員 
 

１人以上を配置 ※保健師、介護支援専門員、社会福祉士、経験ある看護師、高齢者保健福祉に関す 
          る相談援助業務に3年以上従事した社会福祉主事のいずれかの要件を満たす者 

「居宅介護支援」とは、居宅の要介護者が居宅サービス等を適切に利用できるよう、心身の状況、置かれ
ている環境、要介護者の希望等を勘案し、居宅サービス計画を作成するとともに、サービス事業者等との
連絡調整を行い、介護保険施設等への入所を要する場合は、当該施設等への紹介を行うことをいう。 

居宅介護支援事業所において、居宅介護支援を提供するために必要な人員は次のとおり。 

「介護予防支援」とは、要支援者が介護予防サービス等を適切に利用できるよう、心身の状況、置かれて
いる環境、要支援者の希望等を勘案し、介護予防サービス計画を作成するとともに、サービス事業者等と
の連絡調整を行うことをいう。 

介護予防支援事業所において、介護予防支援を提供するために必要な人員は次のとおり。 
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居宅介護支援の介護報酬 

要介護者が居宅サービス等を適切に利用することが
できるように作成する居宅サービス計画費 

退院、退所時の病院等との連携 
                        （３００単位） 

 

 

訪問介護サービス等につい
て、特定の事業所の割合が
90%以上の場合  
      （－200単位） 

認知症高齢者へのケアマネジメン
トに対する評価     （１５０単位） 

 
 
  

医療との連携、労力を要するケアマネジメ
ントや事業所の体制に対する加算・減算 

居宅介護支援の介護報酬のイメージ（1月あたり） 

入院、入所時の病院等との連携 

※加算は主なものを記載 

サービス担当者会議や定期的
な利用者の居宅訪問未実施等  
・   －５０％ 
・ 算定しない（2ヶ月以上継続）     

要介護1・2 要介護3・4・5 

1,005単位/月 1,306単位/月 

502単位/月 653単位/月 

301単位/月 392単位/月 

居宅介護支援費 

居宅介護支援費Ⅰ 

居宅介護支援費Ⅱ 

居宅介護支援費Ⅲ 

※2 取扱件数には介護予防支援受託者数を２分の1とした件数を含む 

介護予防支援の介護報酬のイメージ（1月あたり） 

※1 介護支援専門員（常勤換算）1人当たり40件を超えた場合、超過部分のみ 
    に逓減制（40件以上60件未満の部分は居宅介護支援費Ⅱ、60件以上の部 
    分は居宅介護支援費Ⅲ）を適用 

  

独居高齢者へのケアマネジメント
に対する評価        （１５０単位） 

初回利用者へのケアマネジメント
に対する評価        （３００単位） 

ケアマネジメント等の質の高い事
業所への評価 ・Ⅰ：５００単位 
                 ・Ⅱ：３００単位 

 

介護予防支援費 414単位/月 

 
要支援者が介護予防サービス等を適切に利用することができる 
ように作成する介護予防サービス計画費 

 

事業所との連携や労力を要するケアマネジメントに対する加算 

初回利用者へのケアマネ
ジメントに対する評価  
    （３００単位） 

 

小規模多機能型事業所 
との連携   
             （３００単位） 

病院等に対する情報提供方法 
         ・訪問    ：２００単位 
         ・その他 ：１００単位 

介護予防支援費 

居宅介護支援費Ⅰ 
居宅介護支援費Ⅱ 

居宅介護支援費Ⅲ 

介護支援専門員 
1人当たり取扱件数 

４０件  ６０件 

報酬体系は逓減制 ※１ 

※2 
 

（653単位） 
（392単位） 

（1,306単位） 例：要介護３・４・５の場合 

小規模多機能型居宅介護移行時の
小規模多機能型居宅介護事業所と
の連携           （３００単位） 

利用者の状態の急変等に伴い利用
者宅で行われるカンファレンス     
への参加      （２００単位） 

複合型サービス移行時の複合型
サービス事業所との連携 
              （３００単位） 
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居宅介護支援・介護予防支援の利用状況 
○ 居宅介護支援の利用は、一時横ばいで推移していたが、ここ数年は再び増加している。 
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請求事業所数 
居宅介護支援・介護予防支援の 

介護サービス費用額（平成24年度） 

【出典】平成２4年度介護給付費実態調査    

（上欄の単位：億円） 

要支援 要介護 
合計 

１ ２ １ ２ ３ ４ ５ 

215 269 1000 979 734 498 350 4045 

5.3% 6.7% 24.7% 24.2% 18.1% 12.3% 8.7% 100％ 

注１） 費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月審
査（３月サービス）分までの合計である。 

注２） 受給者数・請求事業所数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サー
ビス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。 

321.0 

131995 

 367 172 

20,108  

48,554  

3.0% 

4.9% 

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H13 

年度 

H14 

年度 

H15 

年度 

H16 

年度 

H17 

年度 

H18 

年度 

H19 

年度 

H20 

年度 

H21 

年度 

H22 

年度 

H23 

年度 

H24 

年度 

居宅介護支援費及び介護予防支援費の費用額の推移 

居宅介護支援費 介護予防支援費 総費用額に占める割合 

294,632 

（単位：百万円） 

415,726 
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【出典】（左上）平成２４年介護サービス施設・事業所調査 

     （左下）介護事業経営実態調査 
    （右）老健局振興課調べ 

居宅介護支援事業所に従事する介護支援専門員（ケアマネジャー）の従事者数等 

○ 居宅介護支援事業所における介護支援専門員の従事者数は、増加傾向にあるものの、平成
１８年以降ほぼ一定している。 

○ 実務研修受講試験の合格者数は、平成１３年度以降ほぼ一定しているが、合格率でみると
減少傾向にある。 

○ それに対し、介護支援専門員１人当たりの利用者数は大幅に減少しており、居宅介護支援
事業所の介護支援専門員の従事者数及び資格取得者数は、不足していないものと考えられる 

介護支援専門員（常勤換算）１人当たり利用者数 
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37.6 
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合格者数（単年度） 合格者数（累計） 合格率 

（千人） 介護支援専門員実務研修受講試験の合格者数及び合格率 

80 

居宅介護支援事業所における介護支援専門員の従事者数 

81 81 82 81 80 83 
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（全て10月1日現在） 



5,017  4,971  4,604  

9,391  
6,768  6,551  5,961  

5,017  
9,988  

14,592  

23,983  

30,751  

37,302  

43,263  
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主任介護支援専門員研修事業受講者数 

受講者数 累計 

（人） 

○ 主任介護支援専門員研修は、平成18年度から平成23年度までの累計で３万５千人以上が 
 受講している。 
○ 受講者の勤務先として、居宅介護支援事業所が全体の約７割を占めている。 

主任介護支援専門員研修の修了者数 

72% 

18% 

10% 

主任介護支援専門員研修受講者の勤務先（平成２４年度） 

居宅介護支援事業所 

地域包括支援セン

ター 

その他 

【出典】厚生労働省調べ 

32% 

65% 

3% 

主任介護支援専門員研修受講者の勤務先（平成１８年度） 

居宅介護支援事業所 

地域包括支援セン

ター 

居宅介護支援における特定事業所加算の取得状況 

特定事業所加算Ⅰ 特定事業所加算Ⅱ 

居宅介護支援 
１．８３％ 

（０．７１％） 
４７．３８％ 

（２４．３１％） 

【出典】介護給付費実態調査 

※受給者に占める割合。（ ）内は加算を取得した事業所の占める割合 

資料出所：厚生労働省調べ 81 


